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  新 旧 

府 子 本 第 ８ ３ 号  

２７文科初第２７０号  
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平成２７年５月２１日  

府 子 本 第 ８ ３ 号  

２７文科初第２７０号  
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一 次 改 正  府 子 本 第 ４ ３ １ 号  

２８文科初第４８２号  

雇児発０６２７第１号  

平成２８年６月２７日  

一 次 改 正  府 子 本 第 ４ ３ １ 号  
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平成２８年６月２７日  
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平 成 ２ ９ 年 ４ 月 ３ 日 
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各 都道府県知事 殿 各 都道府県知事 殿 

  

内閣府子ども・子育て本部統括官    

（ 公 印 省 略 ）         

 

内閣府子ども・子育て本部統括官    

（ 公 印 省 略 ）         
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文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長    

（ 公 印 省 略 ）         

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長    

（ 公 印 省 略 ）         

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長    

（ 公 印 省 略 ）         

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長    

（ 公 印 省 略 ）         

  

利用者支援事業の実施について 

 標記については、今般、別紙のとおり「利用者支援事業実施要綱」

を定め、平成２７年４月１日から適用することとしたので通知する。 

 ついては、管内市町村（特別区及び一部事務組合を含む。）に対し

て周知をお願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期され

たい。 

なお、本通知の適用に伴い、「利用者支援事業の実施について」（平

成２６年５月２９日付け雇児発０５２９第１６号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長通知）は廃止する。 

利用者支援事業の実施について 

 標記については、今般、別紙のとおり「利用者支援事業実施要綱」

を定め、平成２７年４月１日から適用することとしたので通知する。 

 ついては、管内市町村（特別区及び一部事務組合を含む。）に対し

て周知をお願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期され

たい。 

なお、本通知の適用に伴い、「利用者支援事業の実施について」（平

成２６年５月２９日付け雇児発０５２９第１６号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長通知）は廃止する。 
  

別紙 

 

利用者支援事業実施要綱 

別紙 

 

利用者支援事業実施要綱 

１ 事業の目的 
 （略） 

１ 事業の目的 

一人一人の子どもが健やかに成長することができる地域社会の実

現に寄与するため、子ども及びその保護者等、または妊娠している

方がその選択に基づき、教育・保育・保健その他の子育て支援を円

滑に利用できるよう、必要な支援を行うことを目的とする。 
  

２ 実施主体 
 （略） 

２ 実施主体 

実施主体は、市町村(特別区及び一部事務組合を含む。以下同

じ。)とする。 

なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。 
  

３ 事業の内容 ３ 事業の内容 
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 （略） 子ども・子育て支援法第５９条第１号に基づき、子ども又はその

保護者の身近な場所で、教育・保育・保健その他の子育て支援の情

報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との

連絡調整等を実施する事業（以下「利用者支援事業」という。）。 
  

４ 実施方法 

以下の（１）から（３）までの類型の一部又は全部を実施するもの

とする。 

４ 実施方法 

以下の（１）から（３）までの類型の一部又は全部を実施するも

のとする。 

（１）基本型 （１）基本型 

① 目的 

  （略） 

① 目的 

子ども及びその保護者等が、教育・保育施設や地域の子

育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所にお

いて、当事者目線の寄り添い型の支援を実施する。 

② 実施場所 

  （略） 

② 実施場所 

主として身近な場所で、日常的に利用でき、かつ相談機

能を有する施設での実施とする。 

③ 職員の配置等 

  （略） 

③ 職員の配置等 

ア 職員の要件等 

以下の（ア）及び（イ）を満たさなければならない。 

（ア） 「子育て支援員研修事業の実施について」（平

成２７年５月２１日付雇児発０５２１第１８号）

の別紙「子育て支援員研修事業実施要綱」（以下

「子育て支援員研修事業実施要綱」という。）別

表１に定める「子育て支援員基本研修」に規定す

る内容の研修（以下、「基本研修」という。）及

び別表２－２の１に定める子育て支援員専門研修

（地域子育て支援コース）の「利用者支援事業

（基本型）」に規定する内容の研修（以下「基本

型専門研修」という。）を修了していること。 

なお、以下の左欄に該当する場合については、

右欄の研修の受講を要しない。ただし、中段及び
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下段に該当する場合には、事業に従事し始めた後

に適宜受講することとする。 

子育て支援員研修事業実施要綱５の

（３）のアの（エ）に該当する場合 

基本研修 

本実施要綱が適用される際に、既に

利用者支援事業に従事している場合 

基本研修 

基本型専門研修 

事業を実施する必要があるが、子育

て支援員研修事業実施要綱に定める

研修をすぐに実施できないなどその

他やむを得ない場合 

基本研修 

基本型専門研修 

（イ） 以下に掲げる相談及びコーディネート等の業務

内容を必須とする市町村長が認めた事業や業務

（例：地域子育て支援拠点事業、保育所における

主任保育士業務 等）について、以下の区分ごと

の期間を参酌して市町村長が定める実務経験の期

間を有すること。 

（a） 保育士、社会福祉士、その他対人援助に関

する有資格者の場合 １年 

（b） （a）以外の者の場合 ３年 

イ 職員の配置 

アを満たす専任職員を、１事業所１名以上配置するもの

とする。 

ウ その他 

イを満たした上で、地域の実情により、適宜、業務を補

助する職員を配置しても差し支えないものとする。 

④ 業務内容 

以下の業務を実施するものとする。 

④ 業務内容 

以下の業務を実施するものとする。 

ア （略） ア 利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいて情報の

集約・提供、相談、利用支援等を行うことにより、教

育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用で

きるよう実施することとする。 
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イ （略） イ 教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供して

いる関係機関との連絡・調整、連携、協働の体制づくり

を行うとともに、地域の子育て資源の育成、地域課題の

発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等に努めるこ

と。 

ウ （略） ウ 利用者支援事業の実施に当たり、教育・保育施設や地

域の子育て支援事業等に関する情報について、リーフレ

ットその他の広告媒体を活用し、積極的な広報・啓発活

動を実施し、広くサービス対象者に周知を図るものとす

る。 

エ （略） エ その他利用者支援事業を円滑にするための必要な諸業

務を行うものとする。 

オ 夜間・休日の時間外相談 

（略） 

オ 夜間・休日の時間外相談 

「「待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策につい

て」の対応方針について」（平成 28 年４月７日雇児発

0407 第２号雇用均等・児童家庭局長通知）に基づき、待

機児童解消に向けて緊急的に対応する取組（以下「緊急対

策」という。）を実施する市町村において、以下に掲げる

取組を実施する場合に別途加算の対象とする。 

（ア） 夜間加算 

（略） 

（ア） 夜間加算 

原則として１日６時間を超えて開所し、かつ、週

３日以上、18 時以降の時間帯に２時間以上開所

し、相談・助言等を行う。 

（イ） 休日加算 

（略） 

（イ） 休日加算 

原則として週４日以上開所し、かつ、土曜日また

は日曜日・国民の祝日等に開所し、相談・助言等を

行う。 

カ 出張相談支援 

（略） 

カ 出張相談支援 

両親（母親・父親）学級、乳幼児健康診査や地域で開催

されている交流の場等に出向き、子育てに関する全般的な

相談や子育てサービスに関する情報提供等の取組を以下の
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通り実施する場合に別途加算の対象とする。 

（ア） （略） （ア） ③のイの専任職員に加えて③のアを満たす職員を

配置すること。 

（イ） （略） （イ） 実施に当たり、継続的かつ計画的な取組を行い、

利用者ニーズに対応した支援を実施すること。 

（ウ） （略） （ウ） 取組の実施に当たり、開催日や場所等について積

極的に広報活動を行い、広くサービス対象者に周知

を図ること。 

キ 機能強化のための取組 

（略） 

キ 機能強化のための取組 

オ（ア）、オ（イ）又はカの取組のいずれかを実施し、

かつ、以下の要件のいずれも満たした場合に別途加算の対

象とする。 

（ア） （略） （ア） 実施に当たり、１か所につき開所日１日当たり平

均５件以上の相談等実績があること。なお、相談対

応等を行った場合は相談記録簿等を作成し、適切に

保管し、その後の支援に活用するために整理するこ

と。 

（イ） （略） （イ） 緊急対策に参加している市町村であること。 

（ウ） （略） （ウ）  ③のアを満たす専任職員を２名以上配置するこ

と。ただし、カを実施している場合については、カ

で配置する職員とは別に専任職員を２名以上配置す

ること。 

（エ） （略） （エ） オ（ア）、オ（イ）又はカの取組のいずれかの実

施に当たり、事業計画書を作成し、周知・広報を行

うとともに、具体的な実施状況をあわせて公表する

こと。 

（オ） （略） （オ） 各事業実施に必要となる人員配置の予定及び実績

を明確に記録すること。 

ク 多言語対応 

  外国人子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域

の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、通訳の配

（新規） 
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置や多言語音声翻訳システム等を導入することで、多言

語対応への取組を実施した場合に別途加算の対象とす

る。 

（２）特定型 （２）特定型 

① 目的 

  （略） 

① 目的 

待機児童の解消等を図るため、行政が地域連携の機能を

果たすことを前提に主として保育に関する施設や事業を円

滑に利用できるよう支援を実施する。 

② 実施要件 

以下のいずれかの要件を満たす市町村が実施する施設で

あること。 

ただし、１市町村当たりのか所数は、平成 25 年から平成

30 年の各年 10 月１日時点の０～５歳児人口を 10,000 で除

して得られた数（小数点以下切上げ）のうち、最も多いも

のを上限とする。 

ア 市町村内の保育所及び幼保連携型認定こども園の平成

25 年から平成 30 年の各年 10 月１日時点のいずれかの

定員充足率が市町村内全体で 100％以上であること。 

イ 市町村内の保育所及び幼保連携型認定こども園の数が

平成 30 年４月１日時点において 100 以上であること。 

ウ 平成 24 年改正前の児童福祉法第 56 条の８第１項に規

定する特定市町村又は平成 27 年から平成 30 年の各年 4

月 1日時点のいずれかの待機児童数が 50 人以上である

こと。 

エ （略） 

② 実施要件 

以下のいずれかの要件を満たす市町村が実施する施設で

あること。 

ただし、１市町村当たりのか所数は、平成 25 年から平成

29 年の各年 10 月１日時点の０～５歳児人口を 10,000 で除

して得られた数（小数点以下切上げ）のうち、最も多いも

のを上限とする。 

ア 市町村内の保育所及び幼保連携型認定こども園の平成

25 年から平成 29 年の各年 10 月１日時点のいずれかの

定員充足率が市町村内全体で 100％以上であること。 

イ 市町村内の保育所及び幼保連携型認定こども園の数が

平成 29 年４月１日時点において 100 以上であること。 

ウ 平成 24 年改正前の児童福祉法第 56 条の８第１項に規

定する特定市町村又は平成 27 年から平成 29 年の各年 4

月 1日時点のいずれかの待機児童数が 50 人以上である

こと。 

エ 緊急対策を実施していること。 

③ 実施場所 

  （略） 

③ 実施場所 

主として市町村窓口での実施とする。 

④ 職員の配置等 

  （略） 

④ 職員の配置等 

ア 職員の要件等 

利用者支援事業に従事するにあたっては、子育て支援員

研修実施要綱別表１に定める基本研修及び別表２－２の２
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に定める子育て支援員専門研修（地域子育て支援コース）

の「利用者支援事業（特定型）」に規定する内容の研修を

修了していることが望ましい。 

イ 職員の配置等 

アを満たす専任職員を、１事業所１名以上配置するもの

とする。 

ウ その他 

イを満たした上で、地域の実情により、適宜、業務を補

助する職員を配置しても差し支えないものとする。 

⑤ 業務内容 

（１）④に準じることとする。ただし、（１）④のア、

オ、カ、キ及びクについては、主として地域における保育

所等の保育の利用に向けた相談支援について実施し、

（１）④のイについて必ずしも実施を要しない。 

なお、（１）④のカ（ア）については、「（２）④のイ

の専任職員に加えて、④のアを満たす職員を配置するこ

と」と読み替えるものとする。 

⑤ 業務内容 

（１）④に準じることとする。ただし、（１）④のア、

オ、カ及びキについては、主として地域における保育所等

の保育の利用に向けた相談支援について実施し、（１）④

のイについて必ずしも実施を要しない。 

なお、（１）④のカ（ア）については、「（２）④のイ

の専任職員に加えて、④のアを満たす職員を配置するこ

と」と読み替えるものとする。 

（３）母子保健型 （３）母子保健型 

① 目的 

  （略） 

① 目的 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関

する様々な悩み等に円滑に対応するため、保健師等が専門

的な見地から相談支援等を実施し、妊娠期から子育て期に

わたるまでの切れ目ない支援体制を構築する。 

② 実施場所 

  （略） 

② 実施場所 

主として市町村保健センター等母子保健に関する相談機

能を有する施設での実施とする。 

③ 職員の配置 

  （略） 

③ 職員の配置 

母子保健に関する専門知識を有する保健師、助産師、看

護師又はソーシャルワーカー（社会福祉士等）（以下「保

健師等」という。）を１名以上配置するものとする。な

お、保健師等は専任が望ましい。 
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④ 業務内容 

以下の業務を実施するものとする。 

④ 業務内容 

以下の業務を実施するものとする。 

ア （略） ア 妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に

関する相談に対応する。また、保健師等は、妊娠の届出

等の機会を通して得た情報を基に、対象地域における全

ての妊産婦等の状況を継続的に把握し、妊産婦等の支援

台帳を作成することとする。支援台帳については、氏

名、分娩予定日、状況等の項目を定め、必要となる情報

をすぐ活用できる体制を整えること。 

また、全ての妊産婦等の状況を把握するため、教育・

保育・保健施設や地域子育て支援拠点等に出向き、積極

的に情報の収集に努めることとする。 

イ （略） イ アにより把握した情報に基づき、保健師等は、支援を

必要とする者が利用できる母子保健サービス等を選定

し、情報提供を行うこととする。なお、必要に応じて母

子保健サービス等を実施する関係機関の担当者に直接繋

ぐなど、積極的な関与を行うこととする。 

ウ （略） ウ 心身の不調や育児不安があることなどから手厚い支援

を要する者に対する支援の方法や、対応方針について検

討等を実施する協議会又はケース会議等を設け、関係機

関と協力して支援プランを策定することとする。 

また、支援プランの効果を評価・確認しながら、必要

に応じて見直しを行い、妊産婦等を包括的・継続的に支

えていくように努めること。 

エ （略） エ 支援を必要とする妊産婦等を早期に把握し、妊産婦等

に対して各関係機関が提供する母子保健サービス等の支

援が包括的に提供されるよう、保健師等が中心となって

関係機関との協議の場を設けるとともに、ネットワーク

づくりを行い、その活用を図ることとする。 

また、妊娠期から子育て期にわたるまでの支援は、本

事業に基づく支援のみならず、別添に掲げる様々な母子
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保健施策による支援や子育て支援も必要であるため、上

記の協議の場又は関係機関とのネットワークを通じ、地

域において不足している妊産婦等への支援を整備するた

めの体制づくりを行う。 

 

オ 多言語対応 

  外国人子育て家庭や妊産婦が、母子保健サービス等を

円滑に利用できるよう、通訳の配置や多言語音声翻訳シ

ステム等を導入することで、多言語対応への取組を実施

した場合に別途加算の対象とする。 

（新規） 

  

５ 関係機関等との連携 

実施主体（委託先を含む。以下同じ。）は、教育・保育・保健その

他の子育て支援を提供している機関のほか、児童相談所、保健所とい

った地域における保健・医療・福祉の行政機関、児童委員、教育委員

会、医療機関、学校、警察、特定非営利活動法人等の関係機関・団体

等に対しても利用者支援事業の周知等を積極的に図るとともに、連携

を密にし、利用者支援事業が円滑かつ効果的に行われるよう努めなけ

ればならない。 

５ 関係機関等との連携 

実施主体（委託先を含む。以下同じ。）は、教育・保育・保健そ

の他の子育て支援を提供している機関のほか、児童相談所、保健所

といった地域における保健・医療・福祉の行政機関、児童委員、教

育委員会、医療機関、学校、警察、特定非営利活動法人等の関係機

関・団体等に対しても利用者支援事業の周知等を積極的に図るとと

もに、連携を密にし、利用者支援事業が円滑かつ効果的に行われる

よう努めなければならない。 
  

６ 留意事項 ６ 留意事項 

（１） （略） （１） 利用者支援事業に従事する者は、子どもの「最善の利益」を

実現させる観点から、子ども及びその保護者等、または妊娠

している方への対応に十分配慮するとともに、正当な理由な

く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らし

てはならない。 

さらに、このことにより、同じく守秘義務が課せられた地域

子育て支援拠点や市町村の職員などと情報交換や共有し、連

携を図ること。 
  

（２） （略） （２） 利用者支援事業に従事する者は、利用者支援事業の実施場
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所の施設や市町村窓口などの担当者等と相互に協力し合うと

ともに、利用者支援事業の円滑な実施のために一体的な運営

体制を構築すること。 
  

（３） （略） （３） ４に定める各類型は、それぞれ特徴が異なり、いずれの機能

も重要であることから、地域の実情に応じて、それぞれの充

実に努めること。また、各類型の所管課が異なる場合には、日

頃から各所管課同士の連携などに努めること。 
  

（４） （略） （４） 対象者や既存の社会資源が少ない地域等において、複数の

自治体が共同して利用者支援事業を実施する際には、都道府

県は、広域調整等の機能を担い、全ての子育て家庭に必要な

支援が行き届くよう努めること。 
  

（５） （略） （５） 利用者支援事業に従事する者は、有する資格や知識・経験

に応じて、本事業を実施するに当たり共通して必要となる知

識や技術を身につけ、かつ常に資質、技能等を維持向上させ

るため、子育て支援員研修実施要綱別表３及び別表４に定め

るフォローアップ研修及び現任研修その他必要な各種研修

会、セミナー等の受講に努めること。 

また、実施主体は、利用者支援事業に従事する者のための

各種研修会、セミナー等に積極的に参加させるよう努めるこ

と。 
  

（６） （略） （６） 利用者支援事業の実施に当たり、児童虐待の疑いがあるケ

ースが把握された場合には、福祉事務所若しくは児童相談所

又は児童委員、その他の関係機関と連携し、早期対応が図ら

れるよう努めなければならない。 
  

（７） （略） （７） 障害児等を養育する家庭からの相談等についても、市町村

の所管部局、指定障害児相談支援事業所等と連携し、適切な
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対応が図られるよう努めるものとする。 

  

（８） （略） （８） 教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の選択について

は、利用者の判断によるものとする。 
  

（９） （略） （９） 市町村は、利用者支援事業を利用した者からの苦情等に関

する相談窓口を設置するとともに、その連絡先についても周

知すること。 
  

７ 費用 

（略） 

７ 費用 

利用者支援事業の実施に要する経費について、国は別に定めると

ころにより補助するものとする。 
  

【別添】 

 

（略） 

【別添】 

 

・ 女性健康支援センター事業 

・ 不妊専門相談センター事業 

・ 妊婦健康診査 

・ 産婦健康診査 

・ 両親学級、母親学級 

・ 新生児訪問指導、妊産婦訪問指導 

・ 乳幼児健康診査 

・ 乳児家庭全戸訪問事業 

・ 養育支援訪問事業 

・ 養子縁組あっせん 等 
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別 紙  
 

放課後児童健全育成事業実施要綱 
 
１ 目的 
  （略） 
 
 
 
 
２ 事業の種類 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 事業の実施方法 
    （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
別 紙  
 

放課後児童健全育成事業実施要綱 
 
１ 目的 
  近年における女性の就業割合の高まりや核家族化の進行など、児童と
家庭を取り巻く環境の変化を踏まえ、放課後や週末等に児童が安心して
生活できる居場所を確保するとともに、次代を担う児童の健全な育成を
支援することを目的とする。 
 
２ 事業の種類 
（１）放課後児童健全育成事業            【別添１】 
（２）放課後子ども環境整備事業           【別添２】 
（３）  放課後児童クラブ支援事業（障害児受入推進事業） 【別添３】 
（４）  放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ運営支援事業） 

 【別添４】 
（５）  放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ送迎支援事業）  

【別添５】 
  （６）  放課後児童支援員等処遇改善等事業        【別添６】 
  （７）  障害児受入強化推進事業             【別添７】 
  （８）  小規模放課後児童クラブ支援事業         【別添８】 
  （９）放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業  【別添９】 
 
３ 事業の実施方法 
    各事業の実施及び運営は、別添１～別添９の定めによること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（別紙） 
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 別添１ 放課後児童健全育成事業 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 対象児童 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
４ 規模 
  （略） 
 
 
 
 
 

別添１ 放課後児童健全育成事業 
 
１ 趣旨 
  児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第６条
の３第２項及び放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準
（平成 26年厚生労働省令第 63号。以下「基準」という。）に基づき、
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に
対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な
遊び及び生活の場を与えて、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応
じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、当該児童の自主性、社会性
及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、その健全な育成
を図るものである。 
 
２ 実施主体 
  本事業の実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。）とする。 
  ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
  なお、本事業の対象となるために、国、都道府県及び市町村以外の者
が放課後児童健全育成事業を行う場合は、児童福祉法施行規則の一部を
改正する省令（平成 27 年厚生労働省令第 17号）（以下「改正省令」と
いう。）で定めるところにより、あらかじめ、改正省令で定める事項を
市町村に届け出る必要がある。 
 
３ 対象児童 
  対象児童は、法第６条の３第２項及び基準に基づき、保護者が労働等
により昼間家庭にいない小学校に就学している児童とし、その他に特別
支援学校の小学部の児童も加えることができること。（以下「放課後児
童」という。） 
  なお、「保護者が労働等」には、保護者の疾病や介護・看護、障害な
ども対象となること。 
 
４ 規模 
  基準第 10 条第２項に規定する支援の単位は、放課後児童健全育成事
業における支援であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に対し
て一体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の数
は、おおむね 40 人以下とする。 
なお、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に係る市町村が条例で
定める基準において、おおむね 40人以下とする児童の数に関する基準 
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５ 職員体制 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 開所日数 
  （略） 
 
 
 
 
 
７ 開所時間 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 

を満たしていない場合であっても、経過措置等により、当該基準に適合
しているものとみなしている場合についても、本事業の対象とする。 
 
５ 職員体制 
  基準第 10 条第１項に規定する放課後児童支援員の数は、一の支援の
単位ごとに２人以上とする。ただし、その１人を除き、補助員（放課後
児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者をい
う。）をもってこれに代えることができる。 
  放課後児童支援員は、基準第 10 条第３項各号のいずれかに該当する
ものであって、「職員の資質向上・人材確保等研修事業の実施について」
（平成 27年５月 21日付け雇児発 0521 第 19 号雇用均等・児童家庭局長
通知）の別添５「放課後児童支援員等研修事業実施要綱」の「Ⅰ 放課
後児童支援員認定資格研修事業（都道府県認定資格研修ガイドライン）」
に基づき都道府県知事が行う研修（以下「認定資格研修」という。）を
修了したもの（平成 32 年３月 31 日までに修了することを予定している
者を含む。）でなければならない。 
  また、補助員については、「子育て支援員研修事業の実施について」
（平成 27年５月 21日付け雇児発 0521 第 18 号雇用均等・児童家庭局長
通知）の別添「子育て支援員研修事業実施要綱」の別表１に定める「子
育て支援員基本研修」及び別表２－３に定める「子育て支援員専門研修
（放課後児童コース）」を修了していることが望ましい。 
 
６ 開所日数 
  開所する日数は、その地方における児童の保護者の就労日数、小学校
の授業の休業日その他の状況等を考慮し、年間250日以上開所すること。
ただし、利用者に対するニーズ調査を行った結果、実態として 250 日開
所する必要がない場合には、特例として 200 日以上の開所でも本事業の
対象とする。 
 
７ 開所時間 
  開所する時間は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に
定める時間以上を原則とし、その地方における児童の保護者の労働時
間、小学校の授業の終了の時刻その他の状況等を考慮して定める。 
（１）小学校の授業の休業日（長期休暇期間等）に行う放課後児童健全育
成事業 
    １日につき８時間 
（２）小学校の授業の休業日以外の日（平日）に行う放課後児童健全育成
事業 
    １日につき３時間 
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８ 施設・設備 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９ 運営内容 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
８ 施設・設備 
（１）小学校の余裕教室や小学校敷地内の専用施設の活用を図るほか、児
童館、保育所・幼稚園等の社会資源や民家・アパートなども活用して
実施すること。 
（２）放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放課後児童健全育成事
業所」という。）には、遊び及び生活の場としての機能並びに静養す
るための機能を備えた区画（以下「専用区画」という。）を設けるほ
か、支援の提供に必要な設備及び備品等（活動に必要な遊具、図書、
児童の所持品を収納するロッカーのほか、生活の場として必要なカー
ペット、畳等）を備えなければならない。 
（３）専用区画の面積は、児童１人につきおおむね 1.65 ㎡以上でなけれ
ばならない。   
なお、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に係る市町村が条例
で定める基準において、児童１人につきおおむね 1.65 ㎡以上とする
専用区画の面積に関する基準を満たしていない場合であっても、経過
措置等により、当該基準に適合しているものとみなしている場合につ
いても、本事業の対象とする。 

（４）専用区画並びに（２）の設備及び備品等（以下「専用区画等」とい
う。）は、放課後児童健全育成事業所を開所している時間帯を通じて
専ら当該放課後児童健全育成事業の用に供するものでなければなら
ない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りではない。 
（５）専用区画等は、衛生及び安全が確保されたものでなければならない。 
 
９ 運営内容 
  放課後児童クラブ運営指針（平成 27 年３月 31 日付け雇児発 0331 第
34 号雇用均等・児童家庭局長通知）に定める以下の事項を踏まえ、各放
課後児童健全育成事業を行う者は、それぞれの実態に応じて創意工夫を
図り、質の向上と機能の充実に努めること。 
①放課後児童健全育成事業の役割 

    ②放課後児童クラブにおける育成支援の基本 
   ③事業の対象となる子どもの発達 
   ④育成支援の内容 
   ⑤障害のある子どもへの対応 
   ⑥特に配慮を必要とする子どもへの対応 
   ⑦保護者との連携 
   ⑧育成支援に含まれる職務内容と運営に関わる業務 
   ⑨利用の開始等に関わる留意事項 
   ⑩労働環境整備 
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10 留意事項 
（１）法第６条の３第２項に基づき実施する放課後児童健全育成事業と目
的を異にする公共性に欠ける事業を実施するものについては、本事業
の対象とならない。なお、放課後児童健全育成事業に付加する事業と
して、スポーツクラブや塾など、その他特別な活動内容を実施するこ
とは差し支えない。ただし、当該特別な活動内容に必要な経費につい
ては、本事業の対象とならない。 
（２）（略） 
 
（３）（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）（略） 
 
 
（５）（略） 
 
 
 
（６）放課後児童健全育成事業の運営内容についての自己評価、第三者評
価に必要な経費は、本事業の対象として差し支えない。 

 

⑪適切な会計管理及び情報公開 
⑫学校との連携 

   ⑬保育所、幼稚園等との連携 
   ⑭地域、関係機関との連携 
   ⑮衛生管理及び安全対策 
   ⑯放課後児童クラブの社会的責任と職場倫理 
   ⑰要望及び苦情への対応 
   ⑱事業内容向上への取り組み 
 
10 留意事項 
（１）法第６条の３第２項に基づき実施する放課後児童健全育成事業と目
的を異にするスポーツクラブや塾など、その他公共性に欠ける事業を
実施するものについては、本事業の対象とならない。 
 
 
 
（２）別添２～別添９に基づき実施される事業に必要な経費については、
本事業の対象とならない。 
（３）「放課後児童健全育成事業等実施要綱」（平成 26 年４月１日付け
雇児発 0401 第 14 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）別添３
に規定する放課後児童クラブ支援事業（ボランティア派遣事業）につ
いては、平成 26 年度限りで廃止とするが、本事業の実施に当たって
は、地域での遊びの環境づくりへの支援も視野に入れ、必要に応じて
保護者や地域住民が協力しながら活動に関わることができるように
すること。 

   また、屋内外ともに児童が過ごす空間や時間に配慮し、発達段階に
ふさわしい遊びと生活の環境をつくること。その際、製作活動や伝承
遊び、地域の文化にふれる体験、児童の創造性や情操を高める劇等の
多様な活動や遊びを工夫することも考慮すること。 

（４）放課後児童健全育成事業に従事している者が、認定資格研修や資質
の向上を図るための研修を受講する際に必要となる代替職員の雇上
げ等経費は、本事業の対象となるものである。 

（５）放課後児童健全育成事業の運営主体は、損害賠償保険に加入し、賠
償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うものとす
る。また、傷害保険等に加入することも必要である。 
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 11 費用 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11 費用 
（１）国は、２～10 の要件を満たした市町村が実施する事業又は助成す
る事業に対して、別に定めるところにより補助するものとする。 
   なお、一の支援の単位を構成する児童の数が 10人未満の支援の単
位については、 
①山間地、漁業集落、へき地、離島で実施している場合 
②上記のほか、当該放課後児童健全育成事業を実施する必要がある
と厚生労働大臣が認める場合 
のいずれかに該当するものについて、補助対象とする。 
（２）市町村等は、本事業を実施するために必要な経費の一部を保護者
から徴収することができるものとする。 
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 別添２ 放課後子ども環境整備事業 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
３ 対象事業 
（１）放課後児童クラブ設置促進事業 
   ①（略） 
 
 
 
②別添１に基づく既存の放課後児童健全育成事業を実施している
場合において、高学年の児童の受入れ等による児童の数の増加又
は防災、防犯対策の実施に伴い、必要となる小学校の余裕教室、
民家・アパートなど既存施設の改修、設備の整備・修繕及び備品
の購入を行う事業。 

   ③（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）放課後児童クラブ環境改善事業 
   ①（略） 
 

別添２ 放課後子ども環境整備事業 
 
１ 趣旨 
  児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第２項及び放課後
児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省
令第 63 号。以下「基準」という。）に基づく放課後児童健全育成事業
を実施するため、既存の小学校の余裕教室等の改修や必要な設備の整備
などの環境整備を行うことにより、放課後児童健全育成事業の設置促進
等を図るものである。 
 
２ 実施主体 
  本事業の実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。）とする。 
  ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
 
３ 対象事業 
（１）放課後児童クラブ設置促進事業 
   ①別添１に基づく放課後児童健全育成事業を新たに実施するため
に必要となる小学校の余裕教室、民家・アパートなど既存施設の
改修、設備の整備・修繕及び備品の購入を行う事業並びに開所準
備に必要な経費（礼金・賃借料（開所前月分））を支弁する事業。 
②別添１に基づく既存の放課後児童健全育成事業を実施している
場合において、高学年の児童の受入れ等による児童の数の増加又
は防災対策の実施に伴い、必要となる小学校の余裕教室、民家・
アパートなど既存施設の改修、設備の整備・修繕及び備品の購入
を行う事業。 

   ③①の事業を実施する際に、「学校・家庭・地域連携協力推進事業
費補助金実施要領（学校を核とした地域力強化プラン）」（平成
29 年３月 31 日付け文部科学省生涯学習政策局長・初等中等教育
局長決定）に基づき放課後や週末等において、学校の余裕教室等
を活用して全ての子供たちの安全・安心な活動場所を確保し、学
習や様々な体験・交流活動の機会を定期的・継続的に提供する放
課後等の支援活動（以下「放課後子供教室」という。）と一体的
に実施する場合に必要となる小学校の余裕教室の改修、設備の整
備・修繕及び備品の購入を行う事業。 

（２）放課後児童クラブ環境改善事業 
   ①別添１に基づく放課後児童健全育成事業を新たに実施するため
に必要な設備の整備・修繕及び備品の購入を行う事業並びに開所
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②別添１に基づく既存の放課後児童健全育成事業を実施している
場合における設備の更新等又は防災、防犯対策の実施に必要な設
備の整備及び備品の購入を行う事業（（１）②に該当する場合を
除く。） 

   ③（略） 
 
 
   ④（略） 
 
 
（３）（略） 
 
 
 
（４）（略） 
 
 
 
 
 
４ 対象事業の制限 
（１）（略） 
（２）（略） 
 
（３）（略） 
 
 
 
 
 
（４）既に放課後児童健全育成事業を実施している場合の３の（１）②の
事業については、事業を行う場所１か所につき、児童の数の増加によ
る実施、防災対策による実施、防犯対策による実施それぞれ１回限り
とすること。ただし、子どもの安全が著しく脅かされる場合は、この
限りではない。 
（５）既に放課後児童健全育成事業を実施している場合の３の（２）②の
事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

準備に必要な経費（礼金・賃借料（開所前月分））を支弁する事
業（（１）①に該当する場合を除く。） 
②別添１に基づく既存の放課後児童健全育成事業を実施している場
合における設備の更新等又は防災対策の実施に必要な設備の整備
及び備品の購入を行う事業（（１）②に該当する場合を除く。） 
 

   ③①の事業を実施する際に、放課後子供教室と一体的に実施する場
合に必要な設備の整備・修繕及び備品の購入を行う事業（（１）
③に該当する場合を除く。） 

   ④別添１に基づく放課後児童健全育成事業を新たに幼稚園、認定こ
ども園等において実施するために必要な設備の整備・修繕及び備
品の購入を行う事業（（２）①及び③に該当する場合を除く。） 

（３）放課後児童クラブ障害児受入促進事業 
   別添１に基づく既存の放課後児童健全育成事業を実施している場
合において、障害児を受け入れるために必要な改修、設備の整備・修
繕及び備品の購入を行う事業。 
（４）倉庫設備整備事業 
   別添１に基づく放課後児童健全育成事業を新たに小学校の余裕教
室等において実施するため、教材等の保管場所として使用されている
余裕教室等に代わる保管場所の確保に必要な倉庫設備の整備を行う
事業。 
 
４ 対象事業の制限 
（１）他の国庫補助を受ける場合は、本事業の対象とならない。 
（２）既に放課後児童健全育成事業を実施している場合の既存建物の破損
や老朽化等に伴う改修や修繕は、本事業の対象とならない。 
（３）放課後児童健全育成事業を新たに実施するために必要な３の（１）
①及び３の（２）①の事業については、事業を行う場所１か所につき
１回限りとすること。ただし、別添１に掲げる対象児童（放課後児童）
の人数が一定規模以上になった場合に、一の支援の単位を分ける等の
方法により適正な人数規模への転換を図る場合には、この限りではな
い。 
（４）既に放課後児童健全育成事業を実施している場合の３の（１）②の
事業については、事業を行う場所１か所につき、児童の数の増加によ
る実施又は防災対策による実施それぞれ１回限りとすること。 
 
 
（５）既に放課後児童健全育成事業を実施している場合の３の（２）②の
事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施
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 行令（昭和 30年政令第 255 号）第 14 条第１項第２号の規定に基づき、
厚生労働大臣が別に定める期間（以下「厚生労働大臣が定める期間」
という。）を経過していることを条件とし、事業を行う場所１か所に
つき、設備の更新等、防災対策、防犯対策による実施それぞれ１回限
りとすること。 
ただし、 
ア 厚生労働大臣が定める期間を経過したものについて設備等の更
新を行う場合 

  イ 児童の数の増加に伴う施設の整備などにより、設備等が不足 
する場合の追加的な設備の整備及び備品の購入を行う場合 
については、事業を行う同一の場所において複数回、実施すること
を可能とする。 

（６）（略） 
 
 
（７）（略） 
 
 
 
 
（８）（略） 
 
 
 
 
（９）（略） 
 
 
 
 
５ 費用 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 

行令（昭和 30年政令第 255 号）第 14 条第１項第２号の規定に基づき、
厚生労働大臣が別に定める期間（以下「厚生労働大臣が定める期間」
という。）を経過していることを条件とし、事業を行う場所１か所に
つき、設備の更新等又は防災対策による実施それぞれ１回限りとする
こと。 
ただし、 
ア 厚生労働大臣が定める期間を経過したものについて設備等の更
新を行う場合 

イ 児童の数の増加に伴う施設の整備などにより、設備等が不足 
する場合の追加的な設備の整備及び備品の購入を行う場合 
については、事業を行う同一の場所において複数回、実施することを
可能とする。 

（６）３の（１）①及び③、３の（２）①及び③、④及び３の（４）の事
業について、放課後児童健全育成事業を行う者は、当該年度中又は翌
年度４月１日に事業を実施するものであること。 
（７）３の（３）の事業については、受け入れる障害児の障害の種類や程
度等によっては、事業を行う同一の場所において複数回、実施するこ
とを可能とする。 
なお、本事業は、放課後児童健全育成事業を行う者が、当該年度中
又は翌年度に障害児の受入れを予定している場合に限る。 
（８）３の（１）③及び３の（２）③及び④の事業については、次世代育
成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）第８条に基づく市町村
行動計画（以下「市町村行動計画」という。）への放課後児童クラブ
及び放課後子供教室の一体型の目標事業量等の記載がある場合に限
る。 
（９）３の（１）①及び３の（２）①のうち、開所準備に必要な経費（礼
金・賃借料（開所前月分））については、別添４の放課後児童クラブ
支援事業（放課後児童クラブ運営支援事業）の国庫補助を受けようと
する又は受けた場合は対象とならない。 
 
５ 費用 
国は、市町村が実施する事業又は助成する事業に対して、別に定める
ところにより補助するものとする。 
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 別添３ 放課後児童クラブ支援事業（障害児受入推進事業） 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
３ 事業内容 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 留意事項 
（略） 

 
 

別添３ 放課後児童クラブ支援事業（障害児受入推進事業） 
 
１ 趣旨 
  児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第２項及び放課後
児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省
令第 63 号。以下「基準」という。）に基づき放課後児童健全育成事業
を行う者において、障害児の受入れに必要となる専門的知識等を有する
放課後児童支援員等を配置することで、放課後児童健全育成事業の円滑
な実施を図るものである。 
 
２ 実施主体 
本事業の実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。）とする。 
ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
 
３ 事業内容 
  別添１に基づく放課後児童健全育成事業における障害児の受入れを
推進するため、以下の（１）～（３）のいずれかの方法により、障害児
を受け入れるために必要な専門的知識等を有する放課後児童支援員等
を配置する。 
  なお、障害児については、療育手帳若しくは身体障害者手帳を所持す
る児童、特別児童扶養手当証書を所持する児童又は、手帳等を所持して
いない場合であっても、医師、児童相談所、発達障害者支援センター等
公的機関の意見等によりこれらの児童と同等の障害を有していると認
められる児童とするが、柔軟に対応すること。 
（１）市町村が専門的知識等を有する放課後児童支援員等を直接雇用し、
放課後児童健全育成事業を行う者に派遣して配置 
（２）放課後児童健全育成事業を行う者が専門的知識等を有する放課後児
童支援員等を雇用して配置し、当該費用を市町村が委託費として支出 
（３）放課後児童健全育成事業を行う者が雇用した放課後児童支援員等に
ついて、市町村が一定期間内に必要な研修を受講させた、又は個々の
放課後児童支援員等が有する経歴、資格等から専門的知識等を有する
と市町村が認めた上で配置し、当該費用を市町村が助成（補助） 
 
４ 留意事項 
（１）本事業の実施に当たっては、都道府県等が実施する「職員の資質向
上・人材確保等研修事業の実施について」（平成 27 年５月 21 日付け
雇児発 0521 第 19 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別添
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５ 費用 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５「放課後児童支援員等研修事業実施要綱」により行う放課後児童支
援員等資質向上研修事業を十分に活用するなどして、障害児対応を行
う放課後児童支援員等の研修の機会を確保し、専門的知識や技術等の
習得に努め、障害児の受入れの推進を図ること。 

（２）障害児を３人以上受け入れている場合の障害児対応職員及び医療的
ケア児を受け入れる場合の看護師等の人件費については、別添７に基
づく障害児受入強化推進事業に計上するものとし、本事業の対象とな
らない。 

 
５ 費用 
（１）国は、市町村が実施する事業又は助成する事業に対して、別に定め
るところにより補助するものとする。 
（２）市町村等は、本事業を実施するために必要な経費として、保護者か
ら徴収した額を充当してはならない。 
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 別添４ 放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ運営支援事業） 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
３ 対象事業 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 対象事業の制限 
  （略） 
 
 
 
 
 

別添４ 放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ運営支援事業） 
 
１ 趣旨 
  放課後児童健全育成事業の量的拡充を図り、待機児童の解消を図るた
め、待機児童が存在している地域等において、学校敷地外の民家・アパ
ート等を活用して放課後児童健全育成事業を新たに実施するために必
要な賃借料の補助を行うものである。 
 
２ 実施主体 
  本事業の実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。）とする。 
  ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
 
３ 対象事業 
（１）賃借料補助 
別添１に基づく放課後児童健全育成事業を、学校敷地外の民家・ア
パート等を活用して、平成 27 年度以降に新たに実施した、又は実施
する場合に必要な賃借料（開所前月分の賃借料及び礼金を含む。）を
支弁する事業。 

   ただし、所有権移転の条項が附されている賃貸借契約（いわゆるリ
ース契約）に係る費用は対象とならない。 

（２）移転関連費用補助 
   学校敷地外の民家・アパート等を活用して別添１に基づく放課後児
童健全育成事業を実施しており、児童の数の増加に伴い、より広い実
施場所に移転することで受入れ児童数を増やす場合や、防災対策とし
てより耐震性の高い建物に移転する等の場合に、その移転に係る経費
（移転前の実施場所に係る原状回復費を含む。）を支弁する事業。 

（３）土地借料補助 
   学校敷地外の土地を活用して、別添１の放課後児童健全育成事業を
新たに実施する際に必要な土地借料を支弁する事業。 

 
４ 対象事業の制限 
（１）本事業を実施しようとする場合は、以下の要件を満たすこと。 
  ア 当該市町村において待機児童が既に存在している、又は当該放課
後児童健全育成事業を実施しなければ、待機児童が発生する可能性
がある状況にあること 

  イ ３の（１）賃借料補助については、平成 27 年度以降に新たに実
施した、又は実施する放課後児童健全育成事業であること 
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５ 費用 
  （略） 
 
 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ウ 市町村行動計画への放課後児童クラブ及び放課後子供教室の一
体型の目標事業量等の記載があること 

（２）他の国庫補助を受ける場合は、本事業の対象とならない。 
（３）３の（１）賃借料補助については、既に民家・アパート等を活用し
て放課後児童健全育成事業を実施している場合の賃借料については、
本事業の対象とならない。ただし、児童の数の増加に伴い、実施場所
を移転し、支援の単位を分けて対応するための賃借など、新たな受け
皿の確保を図るものについては、本事業の対象とする。 
（４）３の（３）土地借料補助については、放課後児童健全育成事業者が
市町村、社会福祉法人、学校法人、公益社団法人、公益財団法人、特
例社団法人、特例財団法人及びその他児童福祉法第 34 条の８第２項
に基づき事業を実施する市町村が認めた法人の場合は、本事業の対象
とならない。また、事業実施の初年度に限り本事業の対象とする。た
だし、児童の数の増加に伴い、実施場所を移転し、支援の単位を増や
すための土地の貸借など、新たな受け皿の確保を図るものについて
は、本事業の対象とする。 

 
５ 費用 
（１）国は、市町村が実施する事業又は助成する事業に対して、別に定め
るところにより補助するものとする。 

（２）市町村等は、本事業を実施するために必要な経費として、保護者か
ら徴収した額を充当してはならない。 
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 別添５ 放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ送迎支援事業） 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
３ 事業内容 
  （略） 
 
 
 
 
 
４ 対象事業の制限 
  （略） 
 
 
 
５ 費用 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添５ 放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ送迎支援事業） 
 
１ 趣旨 
  授業終了後に学校敷地外の放課後児童健全育成事業を行う場所（以下
「放課後児童健全育成事業所」という。）に移動する際に、児童の安全・
安心を確保するため、地域人材の活用等による送迎支援を行うことで、
市域内の需給バランスの改善を図り、もって待機児童の解消を図るもの
である。 
 
２ 実施主体 
  本事業の実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。）とする。 
  ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
 
３ 事業内容 
  別添１に基づく放課後児童健全育成事業を、学校敷地外で実施してい
る場合に、児童の安全・安心を確保するため、授業終了後の学校から放
課後児童健全育成事業所への移動時や、放課後児童健全育成事業所から
の帰宅時に、地域において児童の健全育成等に関心を持つ高齢者や主婦
等による児童への付き添いや、バス等による送迎を行うものとする。 
 
４ 対象事業の制限 
（１）他の国庫補助を受ける場合は、本事業の対象とならない。 
（２）送迎を行うためのバス等車輌に係る経費については、燃料費のみ本
事業の対象とする。 
 
５ 費用 
（１）国は、市町村が実施する事業又は助成する事業に対して、別に定め
るところにより補助するものとする。 

（２）市町村等は、本事業を実施するために必要な経費として、保護者か
ら徴収した額を充当してはならない。 
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 別添６ 放課後児童支援員等処遇改善等事業 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
３ 事業の内容 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 実施方法 
  （略） 

別添６ 放課後児童支援員等処遇改善等事業 
 
１ 趣旨 
児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第２項及び放課後
児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省
令第 63 号。以下「基準」という。）に基づき放課後児童健全育成事業
を行う者において、放課後児童支援員等の処遇の改善に取り組むととも
に、18 時半を超えて事業を行う者に対して職員の賃金改善に必要な経費
の補助を行うことにより、放課後児童健全育成事業の質の向上及び保育
所との開所時間の乖離を縮小し、児童の安全・安心な居場所を確保する
とともに、次世代を担う児童の健全な育成に資することを目的とする。 
 
２ 実施主体 
    本事業の実施主体は、市町村(特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。)とする。 
    ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
 
３ 事業の内容 
本事業は、以下の（１）及び（２）を対象とする。 
なお、一の支援の単位が、同時に両事業の対象となることはできない。 

（１）別添１に基づく放課後児童健全育成事業を行う者において、家庭、
学校等との連絡及び情報交換等の育成支援を行っており、そのうちい
ずれかの業務に従事する職員を配置する場合に、当該職員の賃金改善
に必要な費用の一部を補助する事業。 
（２）別添１に基づく放課後児童健全育成事業において、（１）の育成支
援に加えて４（３）の育成支援を行っており、そのうちいずれかの業
務に従事する常勤職員を配置する場合に、その賃金改善に必要な費用
を含む当該常勤職員を配置するための追加費用及び常勤職員以外の
当該業務に従事する職員の賃金改善に必要な費用の一部を補助する
事業。 
   なお、本事業の対象となる常勤職員は、放課後児童健全育成事業を
行う者と雇用契約を締結して、放課後児童健全育成事業を行う場所
（以下「放課後児童健全育成事業所」という。）ごとに定める運営規
程に記載されている「開所している日及び時間」に従事している職員
（嘱託職員等の非常勤職員を除く。）とする。 
 
４ 実施方法 
（１）本事業の対象となる放課後児童健全育成事業を行う者は、別添１の
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３～10（１）の内容を満たすことを基本とする。 
ただし、 
① 開所する時間は、平日につき、18 時 30 分を超えて開所する又は
開所していること。また、長期休暇期間などについては、１日８時
間以上開所する又は開所していること。 
② 開所する日数は、年間 250 日以上開所すること。 
を要件とするとともに、平成 25 年度の当該放課後児童健全育成事業
所に従事する職員の賃金（退職手当を除く。）に対する改善を行って
いることが必要である。 
 また、以下の（２）若しくは（３）の内容により運営すること。 

（２）３の（１）の事業の対象となる放課後児童健全育成事業を行う者に
おいては、以下の育成支援を行うとともに、本事業の対象となる職員
は、放課後児童クラブ運営指針（平成 27 年３月 31 日雇児発 0331 第
34 号雇用均等・児童家庭局長通知）に規定する以下の育成支援のうち
いずれかに従事すること。 
① 子どもの生活の連続性を保障するために、来所や帰宅の状況、学
校施設の利用、災害等が発生した際の対応の仕方や緊急時の連絡体
制などについて、日常的、定期的な情報交換や情報共有、職員同士
の交流等によって学校との連携を積極的に図ること。 
② 子どもの来所や帰宅の状況、遊びや生活の様子について、連絡帳、
迎えの際、保護者会等の方法を活用して、日常的に保護者に伝え、
情報を共有し、信頼関係を築くことに努めるとともに、保護者から
相談がある場合には、気持ちを受け止め、自己決定を尊重して対応
する。また、事故やケガが発生した場合には、子どもの状況等につ
いて速やかに保護者に連絡すること。 
③ 市町村との連携のもとに災害等の発生に備えて具体的な計画及び
マニュアルを作成し、必要な施設設備を設けるとともに、定期的に
（少なくとも年２回以上）訓練を行うなどして迅速に対応できるよ
うにしておく。また、外部からの不審者等の侵入防止のための措置
や訓練など不測の事態に備えて必要な対応を図ること。 
④ 子どもや保護者等からの要望や苦情に対して、迅速かつ適切に、
誠意を持って対応するため、要望や苦情を受け付ける窓口を設置
し、周知するとともに、その対応に当たっては、市町村と連携して、
苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員の設置や、解決に向
けた手順の整理等を行い、その仕組みについて子どもや保護者等に
あらかじめ周知すること。 
⑤ 児童虐待の早期発見の努力義務が課されていることを踏まえ、子
どもの発達や養育環境の状況等を把握し、固有の援助を必要として
いる場合は、適切に行うとともに、児童虐待が疑われる場合には、
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５ 対象事業の制限等 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 

各自の判断だけで対応することは避け、運営主体の責任者と協議の
上で、市町村又は児童相談所に速やかに通告すること。 

（３）３の（２）の事業の対象となる放課後児童健全育成事業を行う者に
おいては、３の（１）の①～⑥に加えて、以下の育成支援を行うとと
もに、本事業の対象となる常勤職員及び常勤職員以外の職員は、放課
後児童クラブ運営指針に規定する３の（１）の①～⑥又は以下の育成
支援のうちいずれかに従事すること。なお、⑥については、必要に応
じて行う場合に従事すること。 

  ① 子どもの遊びや生活の環境及び帰宅時の安全等について地域の協
力が得られるように、自治会・町内会や民生委員・児童委員（主任
児童委員）等の地域組織や子どもに関わる関係機関等と情報交換や
情報共有、相互交流を図ること。 

  ② 地域住民の理解を得ながら、地域の子どもの健全育成の拠点であ
る児童館やその他地域の公共施設等を積極的に活用し、放課後児童
クラブの子どもの活動と交流の場を広げること。 

  ③ 事故、犯罪、災害等から子どもを守るため、地域住民と連携、協
力して子どもの安全を確保する取り組みを行うこと。 
④ 子どもの病気やケガ、事故等に備えて、日常から地域の保健医療
機関等と連携を図ること。 
⑤ 子どもの状態や家庭の状況の把握により、保護者に不適切な養育
等が疑われる場合には、要保護児童対策地域協議会に情報提供を行
い、個別ケース検討会議に参加し、具体的な支援の内容等を関係機
関と検討・協議して適切に対応すること。 
⑥ 「放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後子供教室と一体的
に又は連携して実施する場合は、放課後子供教室の企画内容や準備
等について、円滑な協力ができるように放課後子供教室との打合せ
を定期的に行い、学校区ごとに設置する協議会に参加するなど関係
者間の連携を図ること。 

 
５ 対象事業の制限等 
（１）本事業は、放課後児童健全育成事業を行う者において、職員の賃金
改善に必要な経費に充てるための費用に係る事業費を計上するもの
としており、開所時間延長の取り組みによる通常の運営に係る経費
（人件費や光熱水費等）については、別添１に基づく放課後児童健全
育成事業に計上するものとする。 

（２）本事業の趣旨に鑑み、経営に携わる法人の役員である職員について
は、原則として、本事業の対象とならない。    

   また、賃金改善を実施する職員の範囲や賃金改善の具体的な内容に
ついては、実情に応じて各放課後児童健全育成事業を行う者において
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６ 費 用 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

決定するものとする。 
（３）本事業により、賃金の額を増加させる給与項目以外の項目において
賃金水準を低下させてはならないこと。 
ただし、業績等に応じて変動することとされている賞与等が、当該
要因により変動した場合については、この限りではない。 

（４）賃金増加分に対する実際の支払いの時期については、月ごとの支払
いのほか一括して支払うことも可能とし、各放課後児童健全育成事業
を行う者の実情に応じた方法によるものとする。 
 
６ 費 用 
（１）国は、市町村が実施する事業又は助成する事業に対して、別に定め
るところにより補助するものとする。 

（２）市町村等は、本事業を実施するために必要な経費として、保護者か
ら徴収した額を充当してはならない。 
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 別添７ 障害児受入強化推進事業 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
３ 事業内容 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添７ 障害児受入強化推進事業 
 
１ 趣旨 
  児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第２項及び放課後
児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省
令第 63 号。以下「基準」という。）に基づき放課後児童健全育成事業
を行う者において、３人以上の障害児を受け入れる場合に、障害児の受
入れに必要となる専門的知識等を有する放課後児童支援員等を複数配
置するとともに、医療的ケア児を受け入れる場合に看護師、准看護師、
保健師又は助産師（以下「看護師等」という。）の配置等を行うことで、
放課後児童健全育成事業の円滑な実施を図るものである。 
 
２ 実施主体 
本事業の実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。）とする。 
ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
 
３ 事業内容 
（１）３人以上の障害児の受け入れを行う場合 
別添１に基づく放課後児童健全育成事業における障害児の受入れを
推進するため、３人以上の障害児（（２）による看護師等の配置を行っ
ている場合は医療的ケア児を除く。）の受入れを行う場合に、別添３に
基づく放課後児童クラブ支援事業（障害児受入推進事業）による放課後
児童支援員等の配置に加えて、以下の①～③のいずれかの方法により、
障害児を受け入れるために必要な専門的知識等を有する放課後児童支
援員等を１名以上配置する。 
なお、障害児の対象については、別添３と同様とする。 
①市町村が専門的知識等を有する放課後児童支援員等を直接雇用し、放
課後児童健全育成事業を行う者に派遣して配置 
②放課後児童健全育成事業を行う者が専門的知識等を有する放課後児
童支援員等を雇用して配置し、当該費用を市町村が委託費として支出 
③放課後児童健全育成事業を行う者が雇用した放課後児童支援員等に
ついて、市町村が一定期間内に必要な研修を受講させた、又は個々の
放課後児童支援員等が有する経歴、資格等から専門的知識等を有する
と市町村が認めた上で配置し、当該費用を市町村が助成（補助） 

（２）医療的ケア児の受け入れを行う場合 
別添１に基づく放課後児童健全育成事業における障害児の受入れを
推進するため、医療的ケア児の受入れを行う場合に、以下の①～④のい
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４ 留意事項 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 費用 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ずれかの方法により、医療的ケア児を受け入れるために必要な看護師等
を配置する。 
なお、医療的ケア児とは、児童福祉法第 56 条の６第２項に規定する
「人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医
療を要する状態にある障害児」をいう。 
①市町村が看護職員を直接雇用し、放課後児童健全育成事業所に派遣し
て配置 
②放課後児童健全育成事業を行う者が看護職員を雇用して配置し、当該
費用を市町村が委託費として支出 
③放課後児童健全育成事業を行う者が雇用した看護職員について、配置
し、当該費用を市町村が助成（補助） 
④医療機関等において雇い上げた看護師等を放課後児童健全育成事業
所に派遣して配置し、当該費用を市町村が委託費等として支出 
 また、職員がたん吸引等を実施するための研修を受講するための代替 
職員の配置等、医療的ケア児の受入れに必要な経費も補助対象とする。 
 
４ 留意事項 
（１）別添３に基づく放課後児童クラブ支援事業（障害児受入推進事業）
の対象となっていること。ただし、３の（２）の事業のみを行う場合
を除く。 
（２）本事業の実施に当たっては、都道府県等が実施する「職員の資質向
上・人材確保等研修事業の実施について」（平成 27 年５月 21 日付け 
雇児発 0521 第 19 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別添
５「放課後児童支援員等研修事業実施要綱」により行う放課後児童支
援員等資質向上研修事業を十分に活用するなどして、障害児対応を行
う放課後児童支援員等の研修の機会を確保し、専門的知識や技術等の
習得に努め、障害児の受入れの推進を図ること。 

 
５ 費用 
（１）国は、市町村が実施する事業又は助成する事業に対して、別に定め
るところにより補助するものとする。 
（２）市町村等は、本事業を実施するために必要な経費として、保護者か
ら徴収した額を充当してはならない。 
 

 
 
 
 
 



 

 
 

新 旧 
 別添８ 小規模放課後児童クラブ支援事業 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
３ 事業内容 
  （略） 
 
 
 
４ 実施方法 
  （略） 
 
 
 
５ 留意事項 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
６ 費用 
  （略） 
 

別添８ 小規模放課後児童クラブ支援事業 
 
１ 趣旨 
  児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第２項及び放課後
児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省
令第 63 号。以下「基準」という。）に基づく放課後児童健全育成事業
を行う場所（以下「放課後児童健全育成事業所」という。）のうち、一
の支援の単位を構成する児童の数が 19 人以下の小規模な放課後児童健
全育成事業所に複数の放課後児童支援員等を配置することにより、放課
後児童健全育成事業の円滑な実施を図るものである。 
 
２ 実施主体 
本事業の実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。）とする。 
ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
 
３ 事業内容 
別添１に基づく放課後児童健全育成事業を行う者において、一の支援
の単位を構成する児童の数が、19人以下の小規模な放課後児童健全育成
事業所に放課後児童支援員等を複数配置する。 
 
４ 実施方法 
  本事業の対象となる放課後児童健全育成事業を行う者は、別添１の３
～10（１）及び 11（１）の内容を満たすことを基本とし、一の支援の単
位を構成する児童の数は 19 人以下を要件とする。 
 
５ 留意事項 
（１）本事業は、一の支援の単位を構成する児童の数が 19 人以下の放課
後児童健全育成事業所における２人目以降の放課後児童支援員等に
係る人件費を計上するものであり、それ以外の運営に係る経費（１人
目の人件費や光熱水費等）については、別添１に基づく放課後児童健
全育成事業に計上するものとする。 
（２）別添２～別添７及び別添９に基づき実施される事業に必要な経費に
ついては、本事業の対象とならない。 

 
６ 費用 
（１）国は、市町村が実施する事業又は助成する事業に対して、別に定め
るところにより補助するものとする。 



 

 
 

新 旧 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）市町村等は、本事業を実施するために必要な経費の一部を保護者か
ら徴収することができるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

新 旧 
 別添９ 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業 
 
１ 趣旨 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２ 実施主体 
  （略） 
 
 
 
 
３ 事業内容 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 実施方法 
  （略） 
 
 

別添９ 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業 
 
１ 趣旨 
児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第２項及び放課後
児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省
令第 63 号。以下「基準」という。）に基づく放課後児童健全育成事業
を行う者に対して放課後児童支援員（平成 32 年 3月 31 日までに都道府
県知事が行う研修を修了することを予定している者を含む。以下同じ。）
の賃金改善に必要な経費の補助を行うことにより、経験等に応じた放課
後児童支援員の処遇の改善を促進し、もって児童の安全・安心な居場所
を確保するとともに、次世代を担う児童の健全な育成に資することを目
的とする。 
 
２ 実施主体 
    本事業の実施主体は、市町村(特別区及び一部事務組合を含む。以下
同じ。)とする。 
    ただし、市町村が適切と認めた者に委託等を行うことができるものと
する。 
 
３ 事業内容 
別添１に基づく放課後児童健全育成事業を行う者が、放課後児童支援
員に対し、経験年数や研修実績等に応じた段階的な賃金改善の仕組を設
けることを目指す又は設けている場合に、以下の①～③の段階に応じた
賃金改善に必要な費用の一部を補助する。 
 ①放課後児童支援員 
 ②経験年数が概ね５年以上の放課後児童支援員で、以下の研修を受講し
た者 
・都道府県又は市町村が実施する「職員の資質向上・人材確保等研修
事業の実施について」（平成 27年５月 21日雇児発 0521 第 19 号厚
生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別添５「放課後児童支援
員等研修事業実施要綱」の「Ⅱ放課後児童支援員等資質向上事業」
に基づく研修又は同程度の研修で、市町村が適当と認める研修 

③経験年数が概ね 10 年以上の放課後児童支援員で、上記②の研修を受
講した事業所長的立場にある者 

 
４ 実施方法 
（１）本事業の対象となる放課後児童健全育成事業を行う者は、別添１の
３～10（１）の内容を満たすこと。 

（２）平成 28 年度の当該放課後児童健全育成事業所に従事する放課後児



 

 
 

新 旧 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 対象事業の制限等 
  （略） 
 
 
 
 
 
 
 

童支援員の賃金に対する改善が行われていること。 
（３）３の①～③の要件に該当する放課後児童支援員の賃金改善の全部又
は一部が、基本給（月給等や決まって毎月支払われる手当）により行
われていること。 
（４）放課後児童健全育成事業を行う者は、経験年数等に応じた定期昇級
等の仕組みの導入に努めること。 

（５）現在勤務している放課後健全育成事業所の勤続年数に加え、以下の
施設・事業所における経験年数を合算することができる。 
①子ども・子育て支援法第７条第４項に定める教育・保育施設及び同条
第５項に定める地域型保育事業を行う事業所における勤続年数 
②学校教育法第１条に定める学校及び同法第124条に定める専修学校に
おける勤続年数 
③社会福祉法第２条に定める社会福祉事業を行う施設・事業所における
勤続年数 
④児童福祉法第 12条の４に定める施設における勤続年数 
⑤認可外保育施設（児童福祉法第 59 条第１項に定める認可外保育施設
のうち、地方公共団体における単独保育施策による施設、認可外保育
施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付された施設及び幼稚園
に併設された施設）における勤続年数及び教育・保育施設又は地域型
保育事業に移行した施設・事業所における移行前の認可外保育施設と
して運営していた期間の勤続年数 
⑥医療法に定める病院、診療所、介護老人保健施設及び助産所における
勤続年数（保健師、看護師又は准看護師に限る。） 
⑦放課後児童健全育成事業に類似する事業を行う施設・事業所における
勤続年数 

（６）経験年数の期間に係る要件は、各放課後児童健全育成事業所の職員
構成・状況を踏まえ、市町村の判断で柔軟な対応が可能であること。 

（７）経験年数の期間は、当該年度の４月１日現在において算定すること
を基本とする。 

 
５ 対象事業の制限等 
（１）本事業は、放課後児童健全育成事業を行う者において、職員の賃金
改善に必要な経費に充てるための費用に係る事業費を計上するもの
としており、通常の運営に係る経費（人件費や光熱水費等）について
は、別添１に基づく放課後児童健全育成事業に計上するものとする。 

（２）本事業により賃金の額を増加させる給与項目以外の項目において賃
金水準を低下させてはならないこと。 
ただし、業績等に応じて変動することとされている賞与等が、当該
要因により変動した場合については、この限りではない。 
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６ 費 用 
  （略） 
 

なお、これらの賃金の額の変動等を確認できる書類を整理しておく
こと。 

（３）放課後児童支援員１人あたりの補助対象経費は、別に定める放課後
児童支援員１人あたりの国庫補助基準額の範囲内とすること。 
   また、本事業の対象は、原則、放課後児童支援員とするが、放課後
児童支援員以外の職員についても経験年数や研修実績等に応じた段
階的な賃金改善の仕組を設けることを目指す又は設けている場合に
は、別に定める放課後児童支援員 1人あたりの国庫補助基準額に対象
人数を乗じて算出した合計額の範囲内で対象とすることができるこ
と。 

（４）本事業の趣旨に鑑み、経営に携わる法人の役員である職員について
は、原則として、本事業の対象とならない。 

（５）別添６の「放課後児童支援員等処遇改善等事業」に基づき実施され
る事業に必要な経費については、本事業の対象とならない。 

（６）事業所長的立場にある者は一の支援の単位につき、原則１名までと
する。 

 
６ 費 用 
（１）国は、市町村が実施する事業又は助成する事業に対して、別に定め
るところにより補助するものとする。 

（２）市町村等は、本事業を実施するために必要な経費として、保護者
から徴収した額を充当してはならない。 

 



 

別紙 「子育て短期支援事業の実施について」の一部改正新旧対照表 
改正後 現 行 

雇児発０５２９第１４号 
平成２６年５月２９日 

【一部改正】 雇児発０９３０第１６号 
平成２６年９月３０日 

【一部改正】 雇 児 発 0 5 2 1 第 9 号  
平成２７年 5月 21日  

【一部改正】 子 発 ※ 第 ※ 号 
平 成 ※ 年 ※ 月 ※ 日  

 
 
 
各 都道府県知事 殿 
 
 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 
 
 

子育て短期支援事業の実施について 
 
 
 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第
６条の３第３項に規定する市町村が実施する事業（以下「子育て短期
支援事業」という。）について、今般、別紙のとおり「子育て短期支
援事業実施要綱」を定め、平成２６年４月１日から適用することとし
たので通知する。 
 ついては、管内市町村（特別区及び一部事務組合を含む。）に対し
て周知をお願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期され
たい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

雇児発０５２９第１４号 
平成２６年５月２９日 

【一部改正】 雇児発０９３０第１６号 
平成２６年９月３０日 

【一部改正】 雇 児 発 0 5 2 1 第 9 号  
平成２７年 5月 21日  

 
 
 
 
 
各 都道府県知事 殿 
 
 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 
 
 

子育て短期支援事業の実施について 
 
 
 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第
６条の３第３項に規定する市町村が実施する事業（以下「子育て短期
支援事業」という。）について、今般、別紙のとおり「子育て短期支
援事業実施要綱」を定め、平成２６年４月１日から適用することとし
たので通知する。 
 ついては、管内市町村（特別区及び一部事務組合を含む。）に対し
て周知をお願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期され
たい。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

改正後 現 行 

 
 
別紙 
 

子育て短期支援事業実施要綱 
 
１～３（略） 
 
４ 実施施設等 
（1）～(4)（略） 
 
(5) 市町村又は実施施設は、居宅から実施施設等の間について、保 

護者が児童に付き添うことが困難である場合等には、職員が児童

に付き添う等、利用者の利便性の向上に努めること。また、児童

の安全性の確保等のため、実施施設から保育所や学校等の間の児

童への付き添いの実施に努めること。 
 
５（略） 
 

 
 
別紙 
 

子育て短期支援事業実施要綱 
 
１～３（略） 
 
４ 実施施設等 
（1）～(4)（略） 
 
(5) 夜間養護等（トワイライトステイ）事業の実施施設は、児童等
の安全性の確保等のため、保育所や学校、居宅等への児童の送迎
に努めること。 
 
 
 
５（略） 
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一時預かり事業実施要綱新旧対照表  
改正後  改正前                                   

別紙 

一時預かり事業実施要綱 

 
１～３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 実施方法 

（１）～（４） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

                               
別紙 

一時預かり事業実施要綱 

 

１ 事業の目的 

保育所等を利用していない家庭においても、日常生活上の突発的な事情や 

社会参加などにより、一時的に家庭での保育が困難となる場合がある。また、

核家族化の進行や地域のつながりの希薄化などにより、育児疲れによる保護

者の心理的・身体的負担を軽減するための支援が必要とされている。 

こうした需要に対応するため、保育所、幼稚園、認定こども園その他の場 

所において児童を一時的に預かることで、安心して子育てができる環境を整

備し、もって児童の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

実施主体は、市町村(特別区及び一部事務組合を含む。以下同じ。)とする。 

なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。 

 

３ 事業の内容 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児（以 

下「乳幼児」という。）について、主として昼間において、保育所、幼稚園、

認定こども園その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事

業。 

 

４ 実施方法 

（１）一般型 

① 実施場所 

保育所、幼稚園、認定こども園、地域子育て支援拠点又は駅周辺等利

便性の高い場所など、一定の利用児童が見込まれる場所で実施するこ

と。 

② 対象児童 

主として保育所、幼稚園、認定こども園等に通っていない、又は在籍 

していない乳幼児とする。 
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改正後  改正前  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、当分の間、「『待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策に 

ついて』の対応方針について」（平成 28 年４月７日雇児発 0407 第２号）

に基づき、待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策（以下「緊急対

策」という。）を実施する市町村に限り、子ども・子育て支援法（平成

24 年法律第 65 号）第 19 条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する支給認定子ども（以下「保育認定子ども」という。）

であって、同法第 27 条に規定する特定教育・保育施設又は同法第 29 条

に規定する特定地域型保育事業者（以下「保育所等」という。）を利用

していない児童について、保育所等への入所が決まるまでの間、定期的

に預かること（以下「緊急一時預かり」という。）も本事業の対象とし、

この場合の補助単価については別に定めることとする。 

③ 設備基準及び保育の内容 

児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号。以下「規則」とい 

う。）第 36 条の 35 第１号イ、ニ及びホに定める設備及び保育の内容に

関する基準を遵守すること。 

④ 職員の配置 

規則第 36 条の 35 第１号ロ及びハの規定に基づき、乳幼児の年齢及び 

人数に応じて当該乳幼児の処遇を行う者（以下「保育従事者」という。）

を配置し、そのうち保育士を１／２以上とすること。 

当該保育従事者の数は２名を下ることはできないこと。ただし、保育 

所等と一体的に事業を実施し、当該保育所等の職員（保育従事者に限

る。）による支援を受けられる場合には、保育士１名で処遇ができる乳

幼児数の範囲内において、保育従事者を保育士１名とすることができる

こと。 

また、１日当たり平均利用児童数（年間延べ利用児童数を年間開所日 

数で除して得た数をいう。以下同じ。）がおおむね３人以下である場合

には、「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」（平成 26 年厚

生労働省令第 61 号。以下「家庭的保育事業等の設備運営基準」という。）

第 23 条第２項に定める市町村長が行う研修を修了した保育士と同等以

上の知識及び経験を有すると市町村長が認めた者（以下「家庭的保育者」

という。）を、保育士とみなすことができる。なお、非定期利用が中心

である一時預かり事業の特性に留意し、研修内容を設定すること。 
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（注）一時預かり事業を実施する保育所、幼稚園及び認定こども園を運営 

   する法人が同一敷地内で放課後児童健全育成事業を実施する場合であ

って、放課後児童健全育成事業の利用児童数がおおむね２人以下であ

るときには、下記（ア）から（エ）までの要件を全て満たすことを条

件として、一時預かり事業の実施場所において、両事業の対象児童を

合同で保育することを可能とする。 

  （ア）放課後児童健全育成事業の対象児童（以下「放課後児童」とい 

う。）の処遇の実施にあたっては、『「放課後児童健全育成事業」の

実施について』（平成 27 年５月 21 日雇児発 0521 第８号厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長通知）の別紙「放課後児童健全育成事業実

施要綱」によること。ただし、職員体制については、２名以上とし、

うち１名は放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

（平成 26 年厚生労働省令第 63 号）第 10 条第３項第１号に該当する

もの、もう１名は同項第１号から第９号のいずれかに該当するもの

とし、いずれも「職員の資質向上・人材確保等研修事業の実施につ

いて」（平成 27 年５月 21 日雇児発 0521 第 19 号雇用均等・児童家庭

局長通知）の別添９「放課後児童支援員等研修事業実施要綱」の「Ⅰ 

放課後児童支援員認定資格研修事業（都道府県認定資格研修ガイド

ライン）」に基づき都道府県知事が行う研修を修了したもの（平成 32

年３月 31 日までに修了することを予定しているものを含む。）とす

る。 

  （イ）一時預かり事業に関する保育従事者の配置基準は、上記④の一段

落目の記載に関わらず、乳児おおむね３人につき２名以上、満１歳

以上満３歳に満たない幼児おおむね３人につき１名以上、満３歳以

上満４歳に満たない幼児おおむね 10 人につき１名以上、満４歳以上

の幼児おおむね 15 人につき１名以上とすること。 

  （ウ）一時預かり事業に関する保育従事者の数は２名を下ることはでき

ないのが原則であるが、放課後児童の処遇に係る職員２名以上から

支援を受けられることを前提に、上記（イ）の基準に基づき保育士

１名で保育ができる乳幼児数の範囲内において、保育士１名とする

ことができることとする。 

  （エ）一時預かり事業の対象児童に対する処遇に支障がないことに加え、
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低年齢児と小学生が同一場所で活動することを踏まえた安全な保育

環境が確保されていると市町村が認めていること。 

⑤ 研修 

保育士以外の保育従事者の配置は、以下の研修を修了した者とするこ 

と。 

ア 「子育て支援員研修事業の実施について」（平成 27 年５月 21 日雇 

児発 0521 第 18 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別紙 

「子育て支援員研修事業実施要綱」の５（３）アに定める基本研修及 

び５（３）イ（イ）に定める「一時預かり事業」又は「地域型保育」 

の専門研修を修了した者。 

イ 子育ての知識と経験及び熱意を有し、「家庭的保育事業の実施につ

いて」（平成 21 年 10 月 30 日雇児発 1030 第２号厚生労働省雇用均 

等・児童家庭局長通知）の別紙「家庭的保育事業ガイドライン」（以 

下「ガイドライン」という。）の別添１の１に定める基礎研修と同等 

の研修を修了した者。ただし、平成 32 年３月 31 日までの間に修了し 

た者とする。なお、非定期利用が中心である一時預かり事業の特性に 

留意し、研修内容を設定すること。 

⑥ 基幹型施設 

土曜日、日曜日、国民の祝日等の開所及び１日９時間以上の開所を行 

う施設について、基幹型施設とすることができる。 

（２）幼稚園型Ⅰ（（３）を除く） 

① 実施場所 

幼稚園又は認定こども園（以下「幼稚園等」という。）で実施するこ

と。 

② 対象児童 

主として、幼稚園等に在籍する満３歳以上の幼児で、教育時間の前後

又は長期休業日等に当該幼稚園等において一時的に保護を受ける者。 

③ 設備基準及び教育・保育の内容 

規則第 36 条の 35 第２号イ、二及びホに定める設備及び教育・保育の 

内容に関する基準を遵守すること。 

④ 職員の配置 

規則第 36 条の 35 第２号ロ（附則第 56 条第１項において読替え）及

びハに基づき、幼児の年齢及び人数に応じて当該幼児の処遇を行う者
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（以下「教育・保育従事者」という。）を配置し、そのうち保育士又は

幼稚園教諭普通免許状所有者を１／２以上とすること（ただし、当分の

間の措置として１／３以上とすることも可）。当該教育・保育従事者の

数は２名を下ることはできないこと。ただし、幼稚園等と一体的に事業

を実施し、当該幼稚園等の職員（保育士又は幼稚園教諭免許状所有者に

限る。）による支援を受けられる場合には、保育士又は幼稚園教諭普通

免許状所有者１名で処遇ができる乳幼児数の範囲内において、教育・保

育従事者を保育士又は幼稚園教諭普通免許状所有者１名とすることが

できること。 

また、保育士又は幼稚園免許状所有者以外の教育・保育従事者の配置 

は、アに掲げる者又はイからエまでに掲げる者で市町村が適切と認める

者とすること。なお、イからエまでに掲げる者を配置する場合には、園

内研修を定期的に実施することなどにより、預かり業務に従事する上で

必要な知識・技術等を十分に身につけさせる必要があること。 

ア 市町村長等が行う研修を修了した者 

イ 小学校教諭普通免許状所有者 

ウ 養護教諭普通免許状所有者 

エ 幼稚園教諭教職課程又は保育士養成課程を履修中の学生で、幼児 

の心身の発達や幼児に対する教育・保育に係る基礎的な知識を習得

していると認められる者 

オ 幼稚園教諭、小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有していた

者（教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）第 10 条第１項又は

第 11 条第４項の規定により免許状が失効した者を除く。） 

⑤ 研修 

４（２）④アの「市町村長等が行う研修を修了した者」は、以下の者 

とすること。 

ア 「子育て支援員研修事業の実施について」の別紙「子育て支援員研

修事業実施要綱」の５（３）アに定める基本研修及び５（３）イ（イ）

に定める「一時預かり事業」又は「地域型保育」の専門研修を修了し

た者。 

イ 子育ての知識と経験及び熱意を有し、ガイドラインの別添１の１に

定める基礎研修と同等の研修を修了した者。ただし、平成 32 年３月

31 日までの間に修了した者とする。なお、非定期利用が中心である一
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時預かり事業の特性に留意し、研修内容を設定すること。 

 

（３）幼稚園型Ⅱ（当分の間の措置として、保育を必要とする２歳児の受け

皿として定期的な預かりを行うものをいう。以下同じ。） 

① 対象自治体 

「「子育て安心プラン」の実施方針について」（平成 29 年 12 月 21 日

子保発 1221 第１号）別添の１に定める市町村。 

② 実施場所 

幼稚園で実施すること。 

③ 対象児童 

満３歳未満の小学校就学前子ども（子ども・子育て支援法第６条第１

項に規定する小学校就学前子どもをいう。）であって、子ども・子育て

支援法施行規則（平成 26 年内閣府令第 44 号）第１条で定める事由によ

り家庭において必要な保育を受けることが困難であるものとして市町

村に認定を受けた２歳児（注）。なお、２歳の誕生日を迎えた時点から

随時受け入れることや、当該２歳児が３歳の誕生日を迎えた年度末まで

継続して受け入れることも妨げない。 

（注）受入れ時点だけではなく、受入れ期間中においても同施行規則第

１条で定める事由に該当し続けていることを要件とする。 

④ 設備基準及び保育の内容 

（２）③に同じ。なお、保育所保育指針等や「幼稚園を活用した子育

て支援としての２歳児の受入れに係る留意点について」（平成 19 年 3 月

31 日文部科学省初等中等教育局長通知）を踏まえ、２歳児の発達段階上

の特性を踏まえた保育を行うよう留意すること。 

⑤ 職員の配置 

（２）④に同じ。ただし、当該幼児の処遇を行う者の中には、必ず保

育士を配置すること。 

⑥ 研修 

（２）⑤に同じ。 

⑦ 保育時間・開所時間・開所日数 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63

号）第 34 条の規定に準じ、保育時間は１日につき８時間を原則とする

こと。 
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開所時間・開所日数については、③の対象児童に対する保育を適切に

提供できるよう、保護者の就労の状況等の地域の実情に応じて定めなけ

ればならないこと。 

なお、③の対象児童が幼稚園に入園した後においても、引き続き受入

れが可能となるよう、保護者の就労の状況等を踏まえて、適切に預かり

保育を行うこと。 

⑧ 実施方法 

ア 市町村は、管内の幼稚園と相談のうえ、あらかじめ、各幼稚園にお

ける受入枠を設定すること。 

イ 市町村は、３号認定を行う際に、保護者の本事業の利用希望を把握

したうえで、保護者に対する情報提供等を丁寧に行うとともに、各幼

稚園に対して適切な受入れの要請を行うこと。 

ウ 要請を受けた各幼稚園は、保護者からの利用の申込みについて、受

入枠の範囲では、正当な理由がなければ、これを拒んではならないこ

と。また、受入枠を超える申込みがあった場合には、保育の必要度の

高い者から優先して受入れを行うこと（この場合において、保育の必

要度が同順位の者がいるときは、それらの者のうちから、各施設にお

いて公正な方法により受入れ対象者を決定することとして差し支えな

いが、この方法によっても、保育の必要度に応じた順位は常に優先す

る）。 

エ 幼稚園は、受入れ対象者が決定した段階で、市町村に報告すること

（受入枠を超える申込みがあった場合には、受入れ対象者の決定方法

を含めて報告すること）。 

（４）余裕活用型 

① 実施場所 

下記の施設等のうち、当該施設等に係る利用児童数が利用定員総数に 

満たないもの。 

ア 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 39 条第１項に規定する保

育所。 

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律（平成 18 年法律第 77 号）第２条第６項に規定する認定こども

園。 

ウ 家庭的保育事業等の設備運営基準第 22 条に規定する家庭的保育事 
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（５）居宅訪問型 

① 実施場所 

（略） 

② 対象児童 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児で、以 

下のいずれかの要件に該当すること。 

ア 障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認め 

られる場合。 

イ ひとり親家庭等で、保護者が一時的に夜間及び深夜の就労等を行う

場合。 

ウ 離島その他の地域において、保護者が一時的に就労等を行う場合。 

    また、当分の間、緊急一時預かりも本事業の対象とし、この場合の 

補助単価については別に定めることとする。 

③ 職員配置 

職員の配置は次のとおりとする。なお、家庭的保育者１名が保育する 

ことができる児童の数は１人とする。 

ア 「職員の資質向上・人材確保等研修事業の実施について」（平成 27

年５月 21 日雇児発 0521 第 19 号雇用均等・児童家庭局長通知）に定

める居宅訪問型保育研修を修了した保育士等を配置すること。 

イ 都道府県又は市町村において、アの研修の実施体制が整っていない

場合には、経過措置として、家庭的保育者基礎研修を修了した保育士、

家庭的保育者認定研修及び基礎研修を修了した者又はこれらの者と

同等以上と認められる者であって、アの研修体制が整い次第速やかに

当該研修を受講し、修了することとしている者を、当該研修を修了す

るまでの間（概ね２年程度）配置することができることとする。 

業所。 

エ 家庭的保育事業等の設備運営基準第 28 条、第 31 条及び第 33 条に規 

定する小規模保育事業所。 

オ 家庭的保育事業等の設備運営基準第 43 条及び第 47 条に規定する事 

業所内保育事業所。 

② 実施基準 

規則第 36 条の 35 各号に定める設備及び運営に関する基準等を遵守す 

ること。 

（５）居宅訪問型 

① 実施場所 

利用児童の居宅において実施すること。 

② 対象児童 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児で、以 

下の要件に該当すること。 

ア 障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認め 

られる場合。 

イ ひとり親家庭等で、保護者が一時的に夜間及び深夜の就労等を行う

場合。 

ウ 離島その他の地域において、保護者が一時的に就労等を行う場合。 

    また、当分の間、緊急一時預かりも本事業の対象とし、この場合の 

補助単価については別に定めることとする。 

③ 職員配置 

職員の配置は次のとおりとする。なお、家庭的保育者１名が保育する 

ことができる児童の数は１人とする。 

ア 「職員の資質向上・人材確保等研修事業の実施について」（平成 27

年５月 21 日雇児発 0521 第 19 号雇用均等・児童家庭局長通知）の別添

４に定める研修を修了した保育士等を配置すること。 

イ 都道府県又は市町村において、アの研修の実施体制が整っていない

場合には、経過措置として、家庭的保育者基礎研修を修了した保育士、

家庭的保育者認定研修及び基礎研修を修了した者又はこれらの者と同

等以上と認められる者であって、アの研修体制が整い次第速やかに当

該研修を受講し、修了することとしている者を、当該研修を修了する

までの間（概ね２年程度）配置することができることとする。 
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④ 実施要件 

（略） 

 

 

（６）地域密着Ⅱ型 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

④ 実施要件 

ア 利用にあたっては、市町村と協議のうえ利用の決定を行うこと。 

イ 一時預かり事業の他の類型を実施することができない場合に実施

すること。 

（６）地域密着Ⅱ型 

① 実施場所 

地域子育て支援拠点や駅周辺等利便性の高い場所などで実施するも 

のとする。 

  ② 対象児童 

    主として保育所、幼稚園、認定こども園等に通っていない、又は在籍

していない乳幼児とする。 

また、当分の間、緊急一時預かりも本事業の対象とし、この場合の補

助単価については別に定めることとする。 

③ 設備基準及び保育の内容 

規則第 56 条第１項、第４項及び第５項に定める設備及び保育の内容 

に関する基準に準じて行うこと。 

④ 職員の配置 

規則第 56 条第２項及び第３項の規定に準じ、乳幼児の年齢及び人数 

に応じて当該乳幼児の処遇を行う者（以下「担当者」という。）を配置

すること。 

担当者の数は２名を下ることはできないこと。 

また、担当者のうち保育について経験豊富な保育士を１名以上配置す 

ること。 

⑤ 研修 

保育士資格を有していない担当者の配置は、市町村が実施する研修を 

受講・修了することを要件とする。 

 

（７）災害特例型 

① 実施場所 

保育所、幼稚園、認定こども園、子ども・子育て支援法第 30 条第１

項第４号に規定する特例保育を行う施設（以下「特例保育施設」とい

う。）又は同法第 43 条第 1 項に規定する地域型保育事業所 

② 対象児童 



（別添） 
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改正後  改正前  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 留意事項 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 保護者負担 

本事業の実施に必要な経費の一部を保護者負担とすることができる。 

 

また、居宅訪問型については、利用児童の居宅までの交通費を実費徴収で 

きることとする。 

また、緊急一時預かり又は幼稚園型Ⅱの場合に、保護者負担が過大となら

平成 30 年７月豪雨（以下「豪雨」という。）について災害救助法が

適用された市町村に居住する世帯に属する子ども・子育て支援法第 20

条第４項に規定する支給認定子どもであって、豪雨の影響により、避

難し、在籍する同法第 27 条第１項に規定する特定教育・保育施設、同

法第 29条第３項第１号に規定する特定地域型保育事業所又は特例保育

施設とは別の特定教育・保育施設等を利用する乳幼児 

③ 設備基準及び保育の内容、職員の配置及び研修 

ア及びイに掲げる実施場所の区分に応じ、それぞれア及びイに定め

る事業類型に関して（１）及び（２）において定める基準に準じて行

う。 

ア 幼稚園以外において実施する場合 一般型 

イ 幼稚園において実施する場合   幼稚園型Ｉ 

 

５ 留意事項 

 （１）事故の報告 

保育中に事故が生じた場合には、「特定教育・保育施設等における事

故の報告等について（平成 29 年 11 月 10 日付府子本第 912 号・29 初幼教

第 11 号・子保発 1110 第１号・子子発 1110 第１号・子家発 1110 第１号

通知）」に従い、速やかに報告すること。 

（２）緊急一時預かり 

緊急一時預かりを実施する場合は、積極的に地域の余裕スペース等の

活用を検討するとともに、本来の一時預かり事業の利用者のニーズにも

十分対応できるよう、供給拡大を図ること。 

（３）幼稚園型Ⅱ 

本事業の対象児童について、施設型給付費等を重ねて支給することが

ないよう留意すること。 

 

６ 保護者負担 

本事業の実施に必要な経費の一部を保護者負担とすることができる。ただ 

し、災害特例型については保護者負担を求めないこと。 

また、居宅訪問型については、利用児童の居宅までの交通費を実費徴収で 

きることとする。 

また、緊急一時預かり又は幼稚園型Ⅱの場合に、保護者負担が過大となら



（別添） 
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改正後  改正前  
ないよう配慮すること。 

 

 

７ 費用 

（略） 

ないよう配慮すること。 

 

 

７ 費用 

本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助す

るものとする。 

   なお、４（１）④の注書きにより放課後児童健全育成事業と合同で保育を

実施する場合には、それぞれの対象児童の保育の実施に係る費用を按分し、

それぞれの事業の対象経費として補助するものとする。 

 

 



子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）実施要綱新旧対照表 

改  正  後 現  行 

別紙 

 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

実施要綱 

 

１ 事業の目的 

(略) 

 

 

 

 

 

 

２ 実施主体 

(略) 

 

 

３ 事業の内容及び実施方法 

（１）基本事業 

① 事業内容 

ファミリー・サポート・センター（地域において子どもの預

別紙 

 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）実施要

綱 

 

１ 事業の目的 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員

として、児童の預かりの援助を受けたい者と当該援助を行いたい者と

の相互援助活動に関する連絡、調整を行うことにより、地域における

育児の相互援助活動を推進するとともに、病児・病後児の預かり、早

朝・夜間等の緊急時の預かりや、ひとり親家庭等の支援など多様なニ

ーズへの対応を図ることを目的とする。 

 

２ 実施主体 

    実施主体は、市町村(特別区及び一部事務組合を含む。以下同じ。)と

する。なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。 

 

３ 事業の内容及び実施方法 

（１）基本事業 

① 事業内容 

ファミリー・サポート・センター（地域において子どもの預かり



かりの援助を行いたい者と援助を受けたい者からなる会員組

織をいう。以下同じ。）を設立して以下に掲げる事業を実施す

る。ただし、以下のうちア～ウについては、全ての事業の実施

を必須とし、さらに、会員数については、２０人以上とする。 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 相互援助活動の内容 

 (略) 

 

 

 

 

 

 

の援助を行いたい者と援助を受けたい者からなる会員組織をい

う。以下同じ。）を設立して以下に掲げる事業を実施する。ただし、

以下のうちア～ウについては、全ての事業の実施を必須とし、さ

らに、会員数については、５０人以上とする。 

ア 会員の募集、登録その他の会員組織業務 

イ 相互援助活動の調整・把握等（事業において事故が発生し

た場合に、円滑な解決に向け、会員間の連絡等を行うことを

含む。） 

ウ 会員に対して相互援助に必要な知識を付与する講習会の開

催 

エ 会員の交流を深め、情報交換の場を提供するための交流会

の開催 

オ 子育て支援関連施設・事業（保育所、児童館、乳児院、地域

子育て支援拠点事業、病児保育事業、子育て短期支援事業等）

との連絡調整 

② 相互援助活動の内容 

    相互援助活動の内容は、以下に掲げるア～カ等の子どもの預か

りの活動とする。 

ア 保育施設の保育開始前や保育終了後の子どもの預かり 

イ 保育施設までの送迎 

ウ 放課後児童クラブ終了後の子どもの預かり 

エ 学校の放課後の子どもの預かり 

オ 冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際の子どもの預かり 



 

 

③ ファミリー・サポート・センターの設置について 

 (略) 

 

 

 

 

④ 実施方法 

ア～ク 

(略) 

 

    

 

    

 

 

 

 

 

 

 

  

カ 買い物等外出の際の子どもの預かり 

 

③ ファミリー・サポート・センターの設置について 

ア 本部の設置について 

各市町村に１か所設置するものとする。 

イ 支部の設置について 

政令指定都市については区ごとに１か所、本部のほかに支

部を設置することができる。 

④ 実施方法 

ア アドバイザーの配置について 

ファミリー・サポート・センターに、アドバイザー（相互援

助活動の調整等の事務を行う者をいう。以下同じ。）を配置す

ること。 

また、ファミリー・サポート・センターの事業規模に応じ

て、会員の中からサブ・リーダーを配置することは差し支え

ない。 

イ 会則の制定 

市町村は、あらかじめ相互援助事業の実施に必要な事項を

規定したファミリー・サポート・センターの会則を制定する

こと。 

ウ 会員の登録 

会員の登録に関しては、１年ごとに更新・整理すること。 

エ 会員間で行う相互援助活動 



 

 

 

 

 

 

カ 子どもの預かりの場所 

子どもを預かる場所は、会員の自宅、児童館や地域子

育て支援拠点等の施設、その他子どもの安全が確保でき

る場所とし、両会員間の合意により決定すること。 

なお、ファミリー・サポート・センターが借り上げた

施設における預かりも可能とするが、当該施設の賃借料

や備品購入等に係る経費は、補助の対象としない。 

また、子どもの事故を防ぐ上での対応が十分でない点

を明らかにし、提供会員が日頃から注意すべきポイント

をチェックリスト形式でまとめたリストを作成し、これ

を活用して、預かり場所の定期的な安全点検を行うこ

と。 

 

    キ～ク  

     （略） 

 

 

会員間で行う相互援助活動は、子どもの預かりの援助を行

いたい者と援助を受けたい者との請負又は準委任契約に基づ

くものであること。 

オ 保険の加入 

会員が行う相互援助活動中の子どもの事故に備え、補償保

険に加入するものとする。 

カ 子どもの預かりの場所 

子どもを預かる場所は、会員の自宅、児童館や地域子育て

支援拠点等の施設、その他子どもの安全が確保できる場所と

し、両会員間の合意により決定すること。 

なお、ファミリー・サポート・センターが借り上げた施設に

おける預かりも可能とするが、当該施設の賃借料や備品購入

等に係る経費は、補助の対象としない。 

キ 預かる子どもの人数 

相互援助活動の実施に当たり、一度に預かることができる

子どもの人数は援助を行う会員１人につき、原則として１人

とする。なお、やむを得ず複数の子どもを預かる場合には、援

助を行う会員の経験や子どもの年齢等を考慮し、安全面に十

分配慮すること。 

    ク 援助活動に対する報酬 

援助活動に対する報酬は、原則としてその会員間で決定す

るものであるが、報酬の目安として制度の趣旨、地域の実情

等を反映した適正と認められる額を会則等で定めることがで



 

ケ 援助を行う会員への講習の実施 

預かり中の子どもの安全対策等のため、参考として

以下に示す項目、時間を概ね満たした講習を実施し、

これを修了した会員が活動を行うことが望ましい。（な

お、以下に示す内容、時間を満たした講習を全て実施

しない場合であっても、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）

の使用方法や心肺蘇生等の実習を含んだ緊急救命講習

及び事故防止に関する講習（安全チェックリストの活

用やヒヤリ・ハット事例の検証等）については、援助

を行う会員全員に対して必ず実施すること。ただし、

他の研修等で同内容を受講済みの者で、市町村が適当

と認める場合は、この限りでない。） 

また、前述の子育て支援員研修のうち基本研修に加

え、地域保育研修を既に修了している者（ファミリー・

サポート・センター専門研修のみ未修了）については、

参考として以下に示す項目の内、「９事業を円滑に進め

るために」のみを受講することによって、当該講習を修

了した者とみなすこととする。 

また、援助を行う会員については、フォローアップ研

修等の実施により、活動の質の維持、向上に努めること。 

なお、講習の実施に係る経費については、子ども・子

育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金の職員の

きるものとする。 

ケ 援助を行う会員への講習の実施 

預かり中の子どもの安全対策等のため、参考として以下に

示す項目、時間を概ね満たした講習を実施し、これを修了し

た会員が活動を行うことが望ましい。（なお、以下に示す内

容、時間を満たした講習を全て実施しない場合であっても、

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使用方法や心肺蘇生等の実

習を含んだ緊急救命講習については援助を行う会員全員に対

して必ず実施すること。） 

なお、子育て支援員研修の基本研修、地域保育コースの共

通専門研修及びファミリー・サポート・センター事業専門研

修を全て修了した者も当該講習を修了した者とみなすことと

する。 

また、前述の子育て支援員研修のうち基本研修に加え、地

域保育研修を既に修了している者（ファミリー・サポート・セ

ンター専門研修のみ未修了）については、参考として以下に

示す項目の内、「９事業を円滑に進めるために」のみを受講す

ることによって、当該講習を修了した者とみなすこととする。 

また、援助を行う会員については、フォローアップ研修等

の実施により、活動の質の維持、向上に努めること。 

 

（参考：講習カリキュラム） 

 



資質向上・人材確保等研修事業のファミリー・サポート・

センター事業アドバイザー・援助を行う会員研修事業と

して交付申請する場合は、補助の対象としない。 

 

（参考：講習カリキュラム） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講座項目 講師 時間（目安） 

１ 保育の心 保育士・保健師 ２時間 

２ 心の発達とその問題 発達心理の専門家 ４時間 

３ 身体の発育と病気 小児科医 ２時間 

４ 小児看護の基礎知識 看護師・保健師 ４時間 

５ 安全・事故 医師・保健師・保育士 ２時間 

６ 子どもの世話 保健師・保育士 ２時間 

７ 子どもの遊び 保育士 ２時間 

８ 子どもの栄養と食生活 
栄養・保育学科栄養学の専

門家、管理栄養士等 

３時間 

 

９ 事業を円滑に進める 

ために 

ファミリー・サポート・セン

ターアドバイザー等 

３時間 

 

合 計 ２４時間 



コ 複数市町村での合同実施 

市町村単独では、事業実施要件（①のアからウ及びこ

れらの事業内容を実施するために必要な④のアからオ、

会員数２０人以上）が満たせない場合は、近隣の市町村

と合同で事業の全部を実施することにより、事業実施要

件を満たすこととしても差し支えない。ただし、その際、

本事業の実施に係る経費については、代表する１市町村

に対してのみ補助するものとする。 

（略） 

 

 

（２）病児・緊急対応強化事業 

① 事業内容 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ 複数市町村での合同実施 

市町村単独では、事業実施要件（①のアからウ及びこれらの

事業内容を実施するために必要な④のアからオ、会員数５０人

以上）が満たせない場合は、近隣の市町村と合同で事業の全部

を実施することにより、事業実施要件を満たすこととしても差

し支えない。ただし、その際、本事業の実施に係る経費について

は、代表する１市町村に対してのみ補助するものとする。 

また、事業実施要件のうち、①のウを合同により実施した方

が効率的な場合については、近隣の市町村と①のウを合同によ

り実施しても差し支えないこと。 

 

（２）病児・緊急対応強化事業 

① 事業内容 

病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預かり、宿泊を

伴う預かり等（以下「病児・病後児の預かり等」という。）に関し

て以下に掲げる事業を実施する。ただし、以下のうちア～エにつ

いては、全ての事業の実施を必須とする。（会員数は問わない。） 

なお、「病児」、「病後児」の対象については、以下のとおりとす

る。 

「病児」とは、当面症状の急変は認められないが、病気の回復期

に至っていないことから、集団保育が困難であり、かつ、保護者が

勤務等の都合により保育を行うことが困難な児童をいう。 

「病後児」とは、病気の回復期であり、かつ、集団保育が困難で



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 相互援助活動の内容 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

あり、かつ、保護者が勤務等の都合により保育を行うことが困難

な児童をいう。 

ア 会員の募集、登録その他の会員組織業務 

イ 相互援助活動の調整・把握等（事業において事故が発生し

た場合に、円滑な解決に向け、会員間の連絡等を行うことを

含む。） 

ウ 会員に対して病児・病後児の預かり等の相互援助に必要な

知識を付与する講習会の開催 

エ 医療機関との連携体制の整備 

オ 会員の交流を深め、情報交換の場を提供するための交流会

の開催 

カ 子育て支援関連施設・事業（保育所、児童館、乳児院、地域

子育て支援拠点事業、病児保育事業、子育て短期支援事業等）

との連絡調整 

② 相互援助活動の内容 

相互援助活動の内容は、以下に掲げるア～エ等の病児・緊急対

応に関する子どもの預かりの活動とする。ただし、アについては

必ず実施することとし、病児及び病後児の双方を対象とすること。 

ア 病児及び病後児の預かり 

イ 宿泊を伴う子どもの預かり 

ウ 早朝・夜間等の緊急時の子どもの預かり 

エ 上記に伴う保育施設、自宅、病児・病後児保育施設等の間の

送迎 



③ 実施方法 

(略)    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 実施方法 

（１）の④ア～クに加えて、以下の方法によること。 

ア 援助を行う会員への講習の実施 

病児・病後児の預かり等に対応できるよう、（１）④のケ

の参考に示す項目、時間を概ね満たした講習を実施し、こ

れを修了した会員が活動を行うこと。 

なお、子育て支援員研修の基本研修、地域保育コースの

共通専門研修及びファミリー・サポート・センター事業専

門研修を全て修了した者も当該講習を修了した者とみなす

こととする。 

また、前述の子育て支援員研修のうち基本研修に加え、

地域保育研修を既に修了している者（ファミリー・サポー

ト・センター専門研修のみ未修了）については、３（１）④

ケに示す項目の内、「９事業を円滑に進めるために」のみを

受講することによって、当該講習を修了した者とみなすこ

ととする。 

また、援助を行う会員については、フォローアップ研修

等の実施により、活動の質の維持、向上に努めること。 

イ 医療機関との連携体制の整備 

(ｱ) 市町村長は、都道府県医師会、郡市医師会等に対し、

本事業への協力要請を行い、医療機関との連携体制を十

分に整備すること。 

(ｲ) 事業の運営に関し、保健医療面での助言が随時受けら



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れるよう、医療アドバイザーとなる医師をあらかじめ選

定すること。 

(ｳ) 症状の急変等、緊急時に子どもを受け入れてもらう協

力医療機関をあらかじめ選定すること。 

ウ 依頼の受付体制について 

病児・病後児の預かり等に円滑に対応するため、ファミ

リー・サポート・センターの開所時間の延長、携帯電話によ

る受付、転送電話による受付などにより、１日８時間を超

えて依頼の受け付けを行い、相互援助活動の調整ができる

体制をとること。 

エ 病児・病後児の預かりについての留意事項 

(ｱ) 預かる前又は預かった後直ちに、かかりつけ医に受診

させ、保護者と協議のうえ、預かりの可否を判断するこ

と。 

(ｲ) （１）の④キにかかわらず、病児・病後児の預かりは

１人までとすること。 

(ｳ) アドバイザー等は、病児・病後児の預かりを行う会員、

援助を受ける会員、時間、場所、内容を把握し、相互援助

活動中に常に連絡のとれる体制をとること。 

オ 近隣市町村住民の利用について 

地域の利用者の利便性を考慮し、在勤等の条件を付さず

に事業実施市町村以外（下記④のイの合同実施市町村は含

まない）の住民が会員登録・利用できるように会則等を定



 

 

④ 実施体制 

   （略） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ファミリー・サポート・センターにおけるひとり親家庭、低

所得者（生活保護世帯、市町村民税非課税世帯）及びダブルケ

ア負担の世帯（育児と親等の介護を同時に行っている世帯）（以

め、周知するよう努めること。 

 

④ 実施体制 

ア 事業の実施については、（１）の①に掲げるファミリー・サポ

ート・センターを設立し、基本事業を実施した上で行うことと

する。 

なお、基本事業とは別の会員組織として実施することも差し

支えない。 

 

イ 複数市町村での合同実施 

市町村単独では、事業実施要件（①のアからエ及びこれらの

事業内容を実施するために必要な③のアからエ）が満たせない

場合は、近隣の市町村と合同で事業の全部を実施することによ

り、事業実施要件を満たすこととしても差し支えない。ただし、

その際、本事業の実施に係る経費については、代表する１市町

村に対してのみ補助するものとする。 

また、事業実施要件のうち、①のウを合同により実施した方

が効率的な場合については、近隣の市町村と①のウを合同によ

り実施しても差し支えないこと。 

 

（３）ファミリー・サポート・センターにおけるひとり親家庭、低所得者

（生活保護世帯、市町村民税非課税世帯）及びダブルケア負担の世

帯（育児と親等の介護を同時に行っている世帯）（以下「ひとり親家



下「ひとり親家庭等」という。）の利用支援 

① 事業内容 

ひとり親家庭等に対して利用を支援することにより、ファ

ミリー・サポート・センターの利用促進を図る事業を実施す

る場合に、別途加算の対象とする。（（１）の①のア～ウ又は

（２）の①のア～エに加えてひとり親家庭、低所得者及びダ

ブルケア負担の世帯の全てに対し、②のいずれかの事業を実

施することとし、会員数は問わない。なお、事業内容は対象

によって異なるものとしても構わない。） 

② 利用支援の内容 

 (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 預かり手増加のための取組  

  ① 事業の内容 

    （１）の①のア及び（２）の①のアに加えて、援助を行

う会員となりうる者に対し、訪問等による働きかけを行

庭等」という。）の利用支援 

① 事業内容 

ひとり親家庭等に対して利用を支援することにより、ファミリ

ー・サポート・センターの利用促進を図る事業を実施する。（（１）

の①のア～ウ又は（２）の①のア～エに加えてひとり親家庭、低所

得者及びダブルケア負担の世帯の全てに対し、②のいずれかの事

業を実施することとし、会員数は問わない。なお、事業内容は対象

によって異なるものとしても構わない。） 

 

② 利用支援の内容 

ア ひとり親家庭等がファミリー・サポート・センターを利用す

る場合、子どもの預かりの援助を行いたい会員を優先して調整 

イ ひとり親家庭等がファミリー・サポート・センターを利用す

る場合、子どもの預かりの援助を行いたい会員の活動時間の制

限をなくし、早朝、夜間、宿泊、休日の受入れなどに柔軟に対応 

ウ ひとり親家庭等がファミリー・サポート・センターを利用す

る場合、子どもの預かりの援助を行いたい会員への助成 

 

 

（新規） 

 

 

 



い、援助を行う会員が前年度と比較して下記に示す人数ま

たは割合以上に増加した場合に、別途加算の対象とする。 

なお、当該年度から新たに事業を開始する市町村につい

ては対象外とし、翌年度以降に申請可能とする。 

  ② 加算申請要件 

    前年度の援助を行う会員数に応じて、以下で示す増加人

数または増加割合に達していること。（援助を受ける会員を

計上することは不可。） 

 

援助を行う会員数（前年度値） 増加人数・割合 

19 人以下 +２人以上 

20～199 人 +１割以上 

200 人以上 +20 人以上 

③ 取組の内容 

   ア 里親や地域ボランティアを行う者が集う場等に出向

き、事業説明を行うとともに、援助を行う会員として

登録を勧める。 

   イ （１）の①のアとして実施する新規会員の募集とは別

に、現在在籍している援助を受ける会員（退会した者

も含む）について、援助を行う会員となりうる者の掘

り起こしを行い、個別に登録を勧める。 

 

４ 留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 留意事項 



（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 費用 

 （略） 

（１）事業に従事する者は、その業務を行うに当たって知り得た個人情

報について、業務遂行以外に用いてはならないこと。また、会員に対

して、相互援助活動によって知り得た会員又はその家族の個人情報

を他人に漏らさないよう周知を図ること。 

 

（２）活動中に事故が生じた場合には、「特定教育・保育施設等における

事故の報告等について（平成２９年１１月１０日付府子本第 912 号、

29 初幼教第 11号、子保発 1110 第 1 号、子子発 1110 第 1 号、子家発

1110 第 1号通知）」に従い、必要に応じて速やかに国へ報告するこ

と。 

 

５ 費用 

  本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところに 

より補助するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

子ども・子育て支援整備交付金交付要綱（新旧対照表） 

（下線部は変更点） 

改正後 現行 

府 子 本 第 2 0 2 号 

平成 27 年７月 13 日 

府 子 本 第 7 1 6 号 

一部改正平成 28 年 10 月 31 日  

府 子 本 第 6 1 2 号 

一部改正平成 29 年８月１日 

府 子 本 第 6 4 0 号 

一部改正平成 30 年６月 29 日 

府 子 本 第 ※ 号 

一部改正平成 31 年※月※日 

 

 

  各  都道府県知事   殿 

 

 

                内 閣 総 理 大 臣 

                （ 公 印 省 略 ） 

 

 

子ども・子育て支援整備交付金の交付について 

 

 

  標記の交付金の交付については、別紙「子ども・子育て支援整

備交付金交付要綱（以下「交付要綱」という。）により行うこと

府 子 本 第 2 0 2 号 

平成 27 年７月 13 日 

府 子 本 第 7 1 6 号 

一部改正平成 28 年 10 月 31 日  

府 子 本 第 6 1 2 号 

一部改正平成 29 年８月１日 

府 子 本 第 6 4 0 号 

一部改正平成 30 年６月 29 日 

 

 

 

 

  各  都道府県知事   殿 

 

 

                内 閣 総 理 大 臣 

                （ 公 印 省 略 ） 

 

 

子ども・子育て支援整備交付金の交付について 

 

 

  標記の交付金の交付については、別紙「子ども・子育て支援整

備交付金交付要綱（以下「交付要綱」という。）により行うこと

（別添） 



 

 

改正後 現行 

とし、平成 27 年４月１日より適用することとしたので通知す

る。 

 

別 紙 

 

子ども・子育て支援整備交付金交付要綱 

 

 

（通 則） 

第１条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

（交付の目的） 

第２条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

とし、平成 27 年４月１日より適用することとしたので通知す

る。 

 

別 紙 

 

子ども・子育て支援整備交付金交付要綱 

 

 

（通 則） 

第１条 子ども・子育て支援整備交付金の交付については、法

令又は予算の定めるところに従い、予算の範囲内において交

付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和 30 年法律第 179 号）及び補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。

以下「適化法施行令」という。）の規定によるほか、この交付

要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 この交付金は、市町村が、子ども・子育て支援法（平成

24 年法律第 65 号）第 61 条の規定に基づき策定する市町村子

ども・子育て支援事業計画に基づく放課後児童クラブ及び病

児保育事業を実施するための施設（以下、「病児保育施設」と

いう。）の整備を促進することにより、放課後児童対策の推進

を図るとともに病児保育事業の推進を図ることを目的とす

る。 

 



 

 

改正後 現行 

（定 義） 

第３条 （略） 

 

 

 

 

 

第４条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交付の対象） 

第５条 （略） 

（定 義） 

第３条 この要綱において「放課後児童クラブ」とは、児童福祉

法（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の３第２項に基づく放課

後児童健全育成事業を実施するための建物をいい、「病児保育

施設」とは、児童福祉法第６条の３第 13 項に基づく病児保育

事業を実施するための建物をいう。 

 

第４条 この要綱において、「整備」とは、次の表の整備区分に

掲げる整備内容をいう。 

 

整備区分 整 備 内 容 

創 設 新たに施設を整備すること。 

改 築 既存施設の改築整備（一部改築を含む。）をする

こと。 

拡 張 既存施設の延面積の増加を図る整備をするこ

と。 

大規模修繕 平成 27年７月 13日府子本第 204 号内閣府子ど

も・子育て本部統括官通知「子ども・子育て支

援整備交付金に係る施設整備の取扱いについ

て（以下「通知」という。）」の第４により整備

すること。 

応急仮設施

設整備 

通知の第６により整備すること。 

 

（交付の対象） 

第５条 この交付金は、次の事業を交付の対象とする。 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）市町村（特別区を含む。以下同じ。）が設置する第３条

に定める放課後児童クラブ又は病児保育施設の整備（民

間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す

る法律（平成 11 年法律第 117 号）第７条の規定により選

定された選定事業者が、同法第 14 条第１項の規定により

整備した施設を市町村が買収する場合を含む。） 

（２）都道府県又は市町村が、この交付金を財源の一部とし

て、社会福祉法人、学校法人、公益社団法人、公益財団法

人、特例社団法人、特例財団法人及びその他児童福祉法

第 34 条の８第２項に基づき事業を実施する市町村が認

めた法人が設置する第３条に定める放課後児童クラブの

整備に対して行う補助（都道府県が行う補助については、

昭和 61 年５月 15 日厚生省発児第 107 号厚生事務次官通

知の別紙「放課後児童クラブ整備費交付要綱」（以下、「国

庫補助金交付要綱」という。）により放課後児童クラブ整

備費国庫補助金（以下、「国庫補助金」という。）の交付を

前年度以前から受けている施設整備事業（以下、「継続事

業」という。）に限る。） 

ただし、（１）又は（２）に該当する場合であっても、

整備予定の放課後児童クラブについて、放課後児童健全

育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労

働省令第 63 号）第９条第２項に規定する専用区画に関す

る基準（おおむね 1.65 平方メートル以上）を満たしてい

ない場合には、交付の対象としないものとする（市町村

が定める条例における経過措置等により、当該基準を満

たしているとみなされているものを除く。）。 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（交付金の対象外） 

第６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交付額の算定方法） 

第７条 （略） 

 

 

（３）市町村が設置する第３条に定める放課後児童クラブの

施設整備に対し、都道府県が行う補助（継続事業に限る。） 

（４）市町村が、この交付金を財源の一部として、社会福祉法

人、学校法人、公益社団法人、公益財団法人、特例社団法

人、特例財団法人及び日本赤十字社並びに医療法（昭和

23 年法律第 205 号）第７条の規定に基づき許可を受けた

病院、診療所及び同法第８条の規定に基づき届出をした

診療所の開設者（以下「社会福祉法人等」という。）が設

置する第３条に定める病児保育施設の整備に対して行う

補助 

  

（交付金の対象外） 

第６条 この交付金は、次に掲げる費用については交付金の対

象としないものとする。 

（１) 土地の買収又は整地に要する費用 

（２) 既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新

築することより効率的であると認められる場合における

当該建物の買収を除く。）に要する費用 

（３) 門、囲障、構内の雨水排水設備、構内通路等の外構整

備に要する費用 

（４) その他整備費として適当と認められない費用 

 

（交付額の算定方法） 

第７条 この交付金の交付額は、次により算出するものとする。 

ただし、算出された額に 1,000 円未満の端数が生じた場合

には、これを切り捨てるものとする。 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国の財政上の特別措置） 

第８条 次に掲げる施設の整備事業に係る交付金の交付額の算

定にあっては、別表３及び４に基づき、交付額を算定するも

のとする。（この場合の交付額の算定方法は、第７条による。） 

ただし、対象となる施設が豪雪地帯対策特別措置法（昭和

37 年法律第 73 号）第２条第２項の規定に基づき指定された

特別豪雪地帯、奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律

第 189 条）第１条に規定された奄美群島、離島振興法（昭和

28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定に基づき指定された

なお、継続事業については、算定基準を除き、国庫補助金を

受けた初年度の国庫補助金交付要綱に定める算定方法による

ものとする。 

（１) 市町村が施設の整備を行う場合 

別表１及び２の第３欄の種目ごとに、第４欄に定める

基準額と第５欄に定める対象経費の実支出額とを比較し

て少ない方の額を選定し、この額と第１欄の区分の総事

業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較し

て少ない方の額（以下「補助基本額」という。）に第６欄

に定める国の負担割合を乗じて得た額の範囲内の額を交

付額とする。 

（２) 市町村が社会福祉法人等が行う施設の整備に対して補

助を行う場合 

（１）に定める方法と同様の方法による。（ただし、そ

の費用のための寄付金があるときは、その寄付金の額は

控除しないものとする。） 

 

（国の財政上の特別措置） 

第８条 次に掲げる施設の整備事業に係る交付金の交付額の算

定にあっては、別表３及び４に基づき、交付額を算定するも

のとする。（この場合の交付額の算定方法は、第７条による。） 

ただし、対象となる施設が豪雪地帯対策特別措置法（昭和

37 年法律第 73 号）第２条第２項の規定に基づき指定された

特別豪雪地帯に所在する場合は、算出された補助基準額に、

0.08 を乗じて得られた額を加算し、交付基礎額を算出するも

のとする。 



 

 

改正後 現行 

離島振興対策実施地域又は小笠原諸島振興開発特別措置法

（昭和 44 年法律第 79 号）第４条第１項に規定された小笠原

諸島のいずれかに所在する場合は、算出された補助基準額に、

0.08 を乗じて得られた額を加算し、交付基礎額を算出するも

のとする。 

（１）（略） 

 

 

（２）（略） 

 

 

（３）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第４条

第２項に規定する沖縄振興計画に基づく事業として行う

場合 

（２）過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）

第６条第１項に規定する過疎地域自立促進市町村計画に

基づく事業として行う場合 

（３）山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第８条第１項に

規定する山村振興計画に基づく事業として行う場合（地

方交付税法（昭和 25 年法律第 211 号）第 14 条の規定に

より算定した市町村の基準財政収入額を同法第 11 条の

規定により算定した当該市町村の基準財政需要額で除し

て得た数値で補助年度前３か年度内の各年度に係るもの

を合算したものの３分の１の数値が 0.4 未満である市町

村の区域内にあるものに限る。（創設を除く。）） 

（４）南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法（平成 25 年法律第 87 号）第 12 条第１項に規定

する津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される整   

備の場合 

 

 

 



 

 

改正後 現行 

（交付の条件） 

第９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交付の条件） 

第９条 この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるも

のとする。 

（１）市町村が施設の整備を実施する場合 

ア 事業に要する経費の配分の変更をする場合には、内閣

総理大臣の承認を受けなければならない。 

イ 事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、内

閣総理大臣の承認を受けなければならない。 

（ア）建物の規模又は構造（施設の機能を著しく変更し

ない程度の軽微な変更を除く。） 

      （イ）建物等の用途 

ウ 事業を中止し、又は廃止する場合には、内閣総理大臣

の承認を受けなければならない。 

エ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行

が困難になった場合には、速やかに内閣総理大臣に報告

してその指示を受けなければならない。 

オ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びそ

の従物並びに事業により取得し、又は効用の増加した価

格が単価 50 万円以上の機械及び器具については、適化法

施行令第 14 条第１項第２号の規定により内閣総理大臣

が別に定める期間を経過するまで、内閣総理大臣の承認

を受けないでこの交付金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は

廃棄してはならない。 

カ 内閣総理大臣の承認を受けて財産を処分することによ

り収入があった場合には、その収入の全部又は一部を国



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庫に納付させることがある。 

キ 事業により取得し、又は効用の増加した財産について

は、事業の完了後においても、善良な管理者の注意をも

って管理するとともに、その効率的な運用を図らなけれ

ばならない。 

ク 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によ

り交付金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額が確定した場合は、別紙様式１１により速やかに内閣

総理大臣に報告しなければならない。 

また、内閣総理大臣に報告があった場合には、当該消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部

を国庫に納付させることがある。 

ケ この交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明ら

かにした別紙様式４の様式による調書を作成するととも

に、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、

かつ、調書及び証拠書類を事業の完了の日（事業の中止

又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければなら

ない。 

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産

がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処

分が完了する日、又は適正化法施行令第 14 条第１項第２

号の規定により、内閣総理大臣が別に定める期間を経過

するいずれかの遅い日まで保管しておかなければならな

い。 

コ 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結す



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るいかなる契約においても、契約の相手方が当該工事を

一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならな

い。 

サ 地方公共団体以外の者が事業を行うために締結する契

約については、一般競争入札に付するなど市町村が行う

契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

シ この交付金に係る交付金の交付と対象経費を重複し

て、お年玉付き郵便葉書等寄付金配分金又は公益財団法

人ＪＫＡ若しくは公益財団法人日本財団の補助金の交付

を受けてはならない。 

（２）都道府県又は市町村が社会福祉法人等に対して、この

交付金を財源の一部として補助金を交付する場合、以下

の条件を付さなければならない。 

ア （１）のア、イ、ウ、エ、カ、キ、コ、サ及びシに掲げ

る条件 

この場合において、「内閣総理大臣」とあるのは「都道

府県知事又は市町村長」と、「国庫」とあるのは「都道府

県又は市町村」と読み替えるものとする。 

イ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びそ

の従物並びに事業により取得し、又は効用の増加した価

格が単価 30 万円以上の機械及び器具については、適化法

施行令第 14 条第１項第２号の規定により内閣総理大臣

が別に定める期間を経過するまで、内閣総理大臣の承認

を受けないでこの交付金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は

廃棄してはならない。 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 事業に係る収支及び支出を明らかにした帳簿を備え、

当該収支及び支出に関する証拠書類を整理し、かつ、当

該帳簿及び証拠書類を業の完了の日（事業の中止又は廃

止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属

する年度の終了後５年間保管しておかなければならな

い。 

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産

がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処

分が完了する日又は適正化法施行令第 14 条第１項第２

号の規定により、内閣総理大臣が別に定める期間を経過

するいずれかの遅い日まで保管しておかなければならな

い。 

エ 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によ

り交付金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額が確定した場合は、別紙 11 により速やかに内閣総理大

臣に報告しなければならない。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一

支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び

地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で

消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部

の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

（３) (２)により付した条件に基づき市町村長が承認又は指

示をする場合には、あらかじめ内閣総理大臣の承認又は

指示を受けなければならない。 

（４) 市町村又は社会福祉法人等から財産の処分による収入

の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の



 

 

改正後 現行 

 

 

（申請手続） 

第 10 条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更申請手続） 

第 11 条 （略） 

 

 

 

（交付決定） 

第 12 条 （略） 

 

 

全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

（申請手続） 

第 10 条 この交付金の交付の申請は、次により行うものとす

る。 

（１）市町村長は、別紙様式１による申請書を都道府県知事

が別に定める日までに都道府県知事に提出するものとす

る。 

（２）都道府県知事は、市町村から前項の申請書の提出があ

った場合には、必要な審査を行い、適正と認めたときは

これを取りまとめの上、別紙様式２により、別に定める

日までに内閣総理大臣に提出するものとする。 

（３）継続事業の場合には、（１）、（２）に関わらず、都道府

県知事（指定都市及び中核市の長を含む。第 14 条（３）

において同じ。）は、別紙様式１による申請書を別に定め

る日までに内閣総理大臣に提出するものとする。 

 

（変更申請手続） 

第 11 条 交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容

を変更して追加交付申請等を行う場合は、前条に定める申請

手続に従い、毎年度１月末日までに行うものとする。 

 

（交付決定） 

第 12 条 この交付金の交付の決定は、次により行うものとす

る。 

（１）国は、交付申請書又は変更交付申請書が到着した日か



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交付金の概算払） 

第 13 条 （略） 

 

 

 

（状況報告） 

第 14 条 （略） 

 

 

 

 

 

（実績報告） 

第 15 条 （略） 

ら起算して原則として２か月以内に交付の決定又は決定

の変更を行うものとする。 

（２）都道府県知事は、内閣総理大臣の交付決定又は決定の

変更があったときは、市町村に対して別紙様式３により、

速やかに決定内容及びこれに付された条件を通知するも

のとする。 

（３）市町村は、交付決定の内容又はこれに付された条件に

対して不服があることにより、交付の申請を取り下げよ

うとするときは、交付決定の通知を受けた日から１５日

以内にその旨を記載した書面を内閣総理大臣に提出しな

ければならない。 

 

（交付金の概算払） 

第 13 条 内閣総理大臣は、必要があると認める場合において

は、国の支払計画承認額の範囲内において概算払をすること

ができる。 

 

（状況報告） 

第 14 条 交付金対象事業に係る工事に着工したときは、別紙５

の様式により工事に着工した日から 10 日以内に、また、工事

進捗状況については別紙６の様式により毎年度 12 月末日現

在の状況を翌月 15 日までに内閣総理大臣に報告しなければ

ならない。 

 

（実績報告） 

第 15 条 交付金の事業実績の報告は、次により行うものとす



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

（１）市町村長は、別紙様式７による報告書に関係書類を添

えて、事業の完了の日から起算して１か月を経過した日

（第９条（１）ウ又は（３）により事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から

１か月を経過した日）又は翌年度４月 10 日のいずれか早

い日までに、都道府県知事に提出するものとする。 

なお、事業が翌年度にわたるときは、この補助金の交

付の決定に係る国の会計年度の翌年度の４月 30 日まで

に、別紙様式９の様式による報告書を当該市町村の属す

る都道府県の知事を経由して内閣総理大臣に提出して行

わなければならない。 

（２）都道府県知事は、市町村から前項の報告書の提出があ

った場合には、必要な審査を行い，適正と認めたときは

これを取りまとめの上、この交付金の交付の決定に係る

国の会計年度の翌年度の４月 30 日までに、別紙様式８に

よる報告書を内閣総理大臣に提出するものとする。 

（３）継続事業の場合には、（１）、（２）に関わらず、都道府

県知事は、別紙様式７による報告書に関係書類を添えて、

事業の完了の日から起算して１か月を経過した日（第９

条（１）ウ又は（３）により事業の中止又は廃止の承認を

受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１か月

を経過した日）又は翌年度４月 10 日のいずれか早い日ま

でに、内閣総理大臣に提出するものとする。 

 

 



 

 

改正後 現行 

（額の確定） 

第 16 条 （略） 

 

 

 

（交付金の返還） 

第 17 条 （略） 

 

 

 

 

（その他） 

第 18 条 （略） 

（額の確定） 

第 16 条 都道府県知事は、内閣総理大臣の確定通知があったと

きは、市町村に対し、別紙様式 10 により、速やかに確定の通

知を行うこと（継続事業の場合を除く。）。 

 

（交付金の返還） 

第 17 条 内閣総理大臣は、交付すべき交付金の額を確定した場

合において、既にその額を超える交付金が交付されていると

きは、期限を定めて、その超える部分について国庫に返還す

ることを命ずる。 

 

（その他） 

第 18 条 特別の事情により、第８条、第 10 条、第 11 条及び第

15 条に定める算定方法、手続によることができない場合には、

あらかじめ内閣総理大臣の承認を受けてその定めるところに

よるものとする。 

  



 

 

改正後 現行 

 

別 表 １ 

算 定 基 準 
１区分 ２整備区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６負担割合 

放課後

児童ク

ラブ（

１支援

単位あ

たり) 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事費 27,465 千円 

 

ただし、平成 27 年７月 13 日府子

本第 204 号内閣府子ども・子育て本

部統括官通知「子ども・子育て支援

整備交付金に係る施設整備の取扱

いについて（以下「通知」という）

の第１による、新・放課後子ども総

合プラン（平成 30 年９月 14 日厚生

労働省子ども家庭局長、文部科学省

生涯学習政策局長連名通知）に基づ

く学校敷地内等における創設又は

改築を行う場合（以下「新・放課後

子ども総合プランによる場合」とい

う。）。 

54,930 千円 

 

一部改築については、通知の第２

により算出されたものを基準額と

する。 

放課後児童クラブ

の創設及び改築整備

（建物の整備と一体

的に整備されるもの

であって、内閣総理大

臣が必要と認めた整

備を含む。）に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費（工

事施工のため直接必

要な事務に要する費

用であって、旅費、消

耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計

監理料等をいい、その

額は工事費又は工事

請負費の 2.6%に相当

する額を限度とする。

以下同じ。）並びに既

存建物の買収のため

に必要な財産購入費

（PFI 事業及び既存

建物を買収すること

が建物を新築するこ

とより効率的である

と認められる場合に

限る。） 

市町村が整備を 

行う場合 

（通知の第 1の 

２に基づき待機 

児童の解消のた 

めの放課後児童 

クラブの整備を 

行う場合） 

 

国 1/3 

  （2/3） 

 

都道府県 

1/3 

(1/6) 

市町村 

1/3 

(1/6) 

 

市町村が社会福 

祉法人等が行う 

施設の整備に対 

して補助を行う 

場合（通知の第 

1 の２に基づき 

待機児童の解消 

のための放課後 

児童クラブの整 

備を行う場合） 

 

国 2/9 

   (1/2) 

 

都道府県 

2/9 

(1/8) 

市町村 

2/9 

(1/8) 

設置者 

1/3 

(1/4) 

賃借料加算 6,496 千円  新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用 

特殊付帯 

工事費 

16,528 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

解体撤去 

工事費及 

び仮設施 

設整備工 

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

1,458 千円 

 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

2,170 千円 

 

 

 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 

 

 

別 表 １ 

算 定 基 準 
１区分 ２整備区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６負担割合 

放課後

児童ク

ラブ（

１支援

単位あ

たり) 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事費 26,562 千円 

 

ただし、平成 27 年７月 13 日府子

本第 204 号内閣府子ども・子育て本

部統括官通知「子ども・子育て支援

整備交付金に係る施設整備の取扱

いについて（以下「通知」という）

の第１による、放課後子ども総合プ

ラン（平成 26 年７月 31 日厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長、文部科

学省生涯学習政策局長連名通知）に

基づく学校敷地内等における創設

又は改築を行う場合（以下「放課後

子ども総合プランによる場合」とい

う。）。 

53,124 千円 

 

一部改築については、通知の第２

により算出されたものを基準額と

する。 

放課後児童クラブ

の創設及び改築整備

（建物の整備と一体

的に整備されるもの

であって、内閣総理大

臣が必要と認めた整

備を含む。）に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費（工

事施工のため直接必

要な事務に要する費

用であって、旅費、消

耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計

監理料等をいい、その

額は工事費又は工事

請負費の 2.6%に相当

する額を限度とする。

以下同じ。）並びに既

存建物の買収のため

に必要な財産購入費

（PFI 事業及び既存

建物を買収すること

が建物を新築するこ

とより効率的である

と認められる場合に

限る。） 

市町村が整備を 

行う場合 

（通知の第 1の 

２に基づき待機 

児童の解消のた 

めの放課後児童 

クラブの整備を 

行う場合） 

 

国 1/3 

  （2/3） 

 

都道府県 

1/3 

(1/6) 

市町村 

1/3 

(1/6) 

 

市町村が社会福 

祉法人等が行う 

施設の整備に対 

して補助を行う 

場合（通知の第 

1 の２に基づき 

待機児童の解消 

のための放課後 

児童クラブの整 

備を行う場合） 

 

国 2/9 

   (1/2) 

 

都道府県 

2/9 

(1/8) 

市町村 

2/9 

(1/8) 

設置者 

1/3 

(1/4) 

賃借料加算 6,283 千円  新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用 

特殊付帯 

工事費 

15,985 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

解体撤去 

工事費及 

び仮設施 

設整備工 

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

1,410 千円 

 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

2,098 千円 

 

 

 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 

 



 

 

改正後 現行 

 
   ３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、通知の第２

の２により内閣総理大臣が必要

と認めた額とする。 

  

拡 張 本体工事費  内閣総理大臣が認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

 放課後児童クラブ

の拡張整備に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費 

賃借料加算 6,496 千円  新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用（施設の拡

張により必要となる

部分に限る。） 

特殊付帯 

工事費 

16,528 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

大規模修繕 本体工事費  通知の第４の２により内閣総理

大臣が必要と認めた額とする。 

 放課後児童クラブ

の大規模修繕に必要

な工事費又は工事請

負費及び工事事務費 

特殊付帯 

工事費 

16,528 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

仮設施設 

整備工事 

費 

 大規模修繕に際して仮設施設を

整備する場合は、通知の第４の２に

より内閣総理大臣が必要と認めた

額とする。 

仮設施設整備に必

要な賃借料、工事費又

は工事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、通知の第２

の２により内閣総理大臣が必要

と認めた額とする。 

  

拡 張 本体工事費  内閣総理大臣が認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

 放課後児童クラブ

の拡張整備に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費 

賃借料加算 6,283 千円  新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用（施設の拡

張により必要となる

部分に限る。） 

特殊付帯 

工事費 

15,985 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

大規模修繕 本体工事費  通知の第４の２により内閣総理

大臣が必要と認めた額とする。 

 放課後児童クラブ

の大規模修繕に必要

な工事費又は工事請

負費及び工事事務費 

特殊付帯 

工事費 

15,985 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

仮設施 

設整備工 

事費 

 大規模修繕に際して仮設施設を

整備する場合は、通知の第４の２に

より内閣総理大臣が必要と認めた

額とする。 

 

仮設施設整備に必

要な賃借料、工事費又

は工事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

改正後 現行 

 

別 表 ２ 

算 定 基 準 
１区分 ２整備区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６負担割合 

病児保

育施設 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事費 37,290 千円 

一部改築については、通知の第２

により算出されたものを基準額と

する。 

病児保育施設の創

設及び改築整備（建物

の整備と一体的に整

備されるものであっ

て、内閣総理大臣が必

要と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費及び

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監理料等

をいい、その額は工事

費又は工事請負費の

2.6%に相当する額を

限度とする。以下同

じ。）並びに既存建物

の買収のために必要

な財産購入費（PFI 事

業及び既存建物を買

収することが建物を

新築することより効

率的であると認めら

れる場合に限る。） 

市町村が整備を 

行う場合 

 

国 1/3 

 

都道府県 

1/3 

市町村 

1/3 

 

市町村が社会福 

祉法人等が行う 

施設の整備に対 

して補助を行う 

場合 

 

国 3/10 

 

都道府県 

3/10 

市町村 

3/10 

設置者 

1/10 

設計料加算 1,865 千円  本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善 

加算 

4,401 千円  子どもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

地域の余裕

スペース活

用促進加算 

3,851 千円  地域の余裕スペー

ス（公営住宅、公民館

等）を活用して病児保

育施設を整備するた

めに必要となる費用 

特殊付帯 

工事費 

15,732 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

解体撤去 

工事費及 

び仮設施 

設整備工 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

2,303 千円 

 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事 

 

 

別 表 ２ 

算 定 基 準 
１区分 ２整備区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６負担割合 

病児保

育施設 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事費 36,069 千円 

一部改築については、通知の第２

により算出されたものを基準額と

する。 

病児保育施設の創

設及び改築整備（建物

の整備と一体的に整

備されるものであっ

て、内閣総理大臣が必

要と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費及び

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監理料等

をいい、その額は工事

費又は工事請負費の

2.6%に相当する額を

限度とする。以下同

じ。）並びに既存建物

の買収のために必要

な財産購入費（PFI 事

業及び既存建物を買

収することが建物を

新築することより効

率的であると認めら

れる場合に限る。） 

市町村が整備を 

行う場合 

 

国 1/3 

 

都道府県 

1/3 

市町村 

1/3 

 

市町村が社会福 

祉法人等が行う 

施設の整備に対 

して補助を行う 

場合 

 

国 3/10 

 

都道府県 

3/10 

市町村 

3/10 

設置者 

1/10 

設計料加算 1,803 千円  本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善 

加算 

4,256 千円  子どもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

地域の余裕

スペース活

用促進加算 

3,724 千円  地域の余裕スペー

ス（公営住宅、公民館

等）を活用して病児保

育施設を整備するた

めに必要となる費用 

特殊付帯 

工事費 

15,215 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

解体撤去 

工事費及 

び仮設施 

設整備工 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

2,227 千円 

 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事 

 



 

 

改正後 現行 

 
  事費 ２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

4,102 千円 

 

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、通知の第２

の２により内閣総理大臣が必要

と認めた額とする。 

費又は工事請負費  

拡 張 本体工事費  内閣総理大臣が認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

 病児保育施設の拡

張整備に必要な工事

費又は工事請負費及

び工事事務費 

設計料加算 本体工事費の５％  本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善 

加算 

4,401 千円 子どもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

特殊付帯 

工事費 

15,732 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

大規模修繕 本体工事費  通知の第４の２により内閣総理

大臣が必要と認めた額とする。 

病児保育施設の大

規模修繕に必要な工

事費又は工事請負費

及び工 事事務費 

特殊付帯 

工事費 

15,732 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

仮設施設 

整備工事 

費 

 大規模修繕に際して仮設施設を

整備する場合は、通知の第４の２に

より内閣総理大臣が必要と認めた

額とする。 

仮設施設整備に必

要な賃借料、工事費又

は工事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  事費 ２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

3,967 千円 

 

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、通知の第２

の２により内閣総理大臣が必要

と認めた額とする。 

費又は工事請負費  

拡 張 本体工事費  内閣総理大臣が認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

 病児保育施設の拡

張整備に必要な工事

費又は工事請負費及

び工事事務費 

設計料加算 本体工事費の５％  本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善 

加算 

4,256 千円 子どもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

特殊付帯 

工事費 

15,215 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

大規模修繕 本体工事費  通知の第４の２により内閣総理

大臣が必要と認めた額とする。 

病児保育施設の大

規模修繕に必要な工

事費又は工事請負費

及び工 事事務費 

特殊付帯 

工事費 

15,215 千円 特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

仮設施 

設整備工 

事費 

 大規模修繕に際して仮設施設を

整備する場合は、通知の第４の２に

より内閣総理大臣が必要と認めた

額とする。 

 

仮設施設整備に必

要な賃借料、工事費又

は工事請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

改正後 現行 

 

別 表 ３ 

算 定 基 準 
（第８条に基づき、放課後児童クラブの整備を行う場合） 

１区分 ２整備区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６負担割合 

放課後

児童ク

ラブ（

１支援

単位あ

たり) 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事費 第８条（１）に基づく場合 

41,198 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

30,212 千円 

第８条（４）に基づく場合 

36,254 千円 

 

ただし、放課後子ども総合プラン

による場合 

第８条（１）に基づく場合 

82,396 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

60,424 千円 

第８条（４）に基づく場合 

72,508 千円 

 

一部改築については、通知の第２

により算出されたものを基準額と

する。 

放課後児童クラブ

の創設及び改築整備

（建物の整備と一体

的に整備されるもの

であって、内閣総理大

臣が必要と認めた整

備を含む。）に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費（工

事施工のため直接必

要な事務に要する費

用であって、旅費、消

耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計

監理料等をいい、その

額は工事費又は工事

請負費の 2.6%に相当

する額を限度とする。

以下同じ。）並びに既

存建物の買収のため

に必要な財産購入費

（PFI 事業及び既存

建物を買収すること

が建物を新築するこ

とより効率的である

と認められる場合に

限る。） 

市町村が整備を 

行う場合 

（通知の第 1の 

２に基づき待機 

児童の解消のた 

めの放課後児童 

クラブの整備を 

行う場合） 

 

国 1/3 

  （2/3） 

 

都道府県 

1/3 

(1/6) 

市町村 

1/3 

(1/6) 

 

市町村が社会福 

祉法人等が行う 

施設の整備に対 

して補助を行う 

場合（通知の第 

1 の２に基づき 

待機児童の解消 

のための放課後 

児童クラブの整 

備を行う場合） 

 

国 2/9 

   (1/2) 

 

都道府県 

2/9 

(1/8) 

市町村 

2/9 

(1/8) 

設置者 

1/3 

(1/4) 

賃借料加算 第８条（１）に基づく場合 

9,744 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

7,146 千円 

第８条（４）に基づく場合 

8,575 千円 

 新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用 

特殊付帯 

工事費 

第８条（１）に基づく場合 

24,792 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

18,181 千円 

第８条（４）に基づく場合 

21,817 千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 

 

別 表 ３ 

算 定 基 準 
（第８条に基づき、放課後児童クラブの整備を行う場合） 

１区分 ２整備区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６負担割合 

放課後

児童ク

ラブ（

１支援

単位あ

たり) 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事費 第８条（１）に基づく場合 

39,843 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

29,218 千円 

第８条（４）に基づく場合 

35,062 千円 

 

ただし、放課後子ども総合プラン

による場合 

第８条（１）に基づく場合 

79,686 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

58,436 千円 

第８条（４）に基づく場合 

70,124 千円 

 

一部改築については、通知の第２

により算出されたものを基準額と

する。 

放課後児童クラブ

の創設及び改築整備

（建物の整備と一体

的に整備されるもの

であって、内閣総理大

臣が必要と認めた整

備を含む。）に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費（工

事施工のため直接必

要な事務に要する費

用であって、旅費、消

耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計

監理料等をいい、その

額は工事費又は工事

請負費の 2.6%に相当

する額を限度とする。

以下同じ。）並びに既

存建物の買収のため

に必要な財産購入費

（PFI 事業及び既存

建物を買収すること

が建物を新築するこ

とより効率的である

と認められる場合に

限る。） 

市町村が整備を 

行う場合 

（通知の第 1の 

２に基づき待機 

児童の解消のた 

めの放課後児童 

クラブの整備を 

行う場合） 

 

国 1/3 

  （2/3） 

 

都道府県 

1/3 

(1/6) 

市町村 

1/3 

(1/6) 

 

市町村が社会福 

祉法人等が行う 

施設の整備に対 

して補助を行う 

場合（通知の第 

1 の２に基づき 

待機児童の解消 

のための放課後 

児童クラブの整 

備を行う場合） 

 

国 2/9 

   (1/2) 

 

都道府県 

2/9 

(1/8) 

市町村 

2/9 

(1/8) 

設置者 

1/3 

(1/4) 

賃借料加算 第８条（１）に基づく場合 

9,425 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

6,911 千円 

第８条（４）に基づく場合 

8,294 千円 

 新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用 

特殊付帯 

工事費 

第８条（１）に基づく場合 

23,978 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

17,584 千円 

第８条（４）に基づく場合 

21,100 千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 



 

 

改正後 現行 

 
  解体撤去 

工事費及 

び仮設施 

設整備工 

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

第８条（１）に基づく場合 

2,187 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

1,604 千円 

第８条（４）に基づく場合 

1,925 千円 

 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

第８条（１）に基づく場合 

3,255 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

2,387 千円 

第８条（４）に基づく場合 

2,864 千円 

 

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、通知の第２

の２により内閣総理大臣が必要

と認めた額とする。 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 

 

拡 張 本体工事費  内閣総理大臣が認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

 放課後児童クラブ

の拡張整備に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費 

賃借料加算 第８条（１）に基づく場合 

9,744 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

7,146 千円 

第８条（４）に基づく場合 

8,575 千円 

 新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用（施設の拡

張により必要となる

部分に限る。） 

特殊付帯 

工事費 

第８条（１）に基づく場合 

24,792 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

18,181 千円 

第８条（４）に基づく場合 

21,817 千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 
  解体撤去 

工事費及 

び仮設施 

設整備工 

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

第８条（１）に基づく場合 

2,115 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

1,551 千円 

第８条（４）に基づく場合 

1,861 千円 

 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

第８条（１）に基づく場合 

3,147 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

2,308 千円 

第８条（４）に基づく場合 

2,769 千円 

 

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、通知の第２

の２により内閣総理大臣が必要

と認めた額とする。 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 

 

拡 張 本体工事費  内閣総理大臣が認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

 放課後児童クラブ

の拡張整備に必要な

工事費又は工事請負

費及び工事事務費 

賃借料加算 第８条（１）に基づく場合 

9,425 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

6,911 千円 

第８条（４）に基づく場合 

8,294 千円 

 新たに土地を貸借

して放課後児童クラ

ブを整備する場合に

必要な費用（施設の拡

張により必要となる

部分に限る。） 

特殊付帯 

工事費 

第８条（１）に基づく場合 

23,978 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

17,584 千円 

第８条（４）に基づく場合 

21,100 千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

改正後 現行 

 

別 表 ４ 

算 定 基 準 
（第８条に基づき、病児保育施設の整備を行う場合） 

１区分 ２整備区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６負担割合 

病児保

育施設 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事費 第８条（１）に基づく場合 

55,935 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

41,019 千円 

第８条（４）に基づく場合 

49,223 千円 

 

一部改築については、通知の第２

により算出されたものを基準額と

する。 

病児保育施設の創

設及び改築整備（建物

の整備と一体的に整

備されるものであっ

て、内閣総理大臣が必

要と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費及び

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監理料等

をいい、その額は工事

費又は工事請負費の

2.6%に相当する額を

限度とする。以下同

じ。）並びに既存建物

の買収のために必要

な財産購入費（PFI 事

業及び既存建物を買

収することが建物を

新築することより効

率的であると認めら

れる場合に限る。） 

市町村が整備を 

行う場合 

 

国 1/3 

 

都道府県 

1/3 

市町村 

1/3 

 

市町村が社会福 

祉法人等が行う 

施設の整備に対 

して補助を行う 

場合 

 

国 3/10 

 

都道府県 

3/10 

市町村 

3/10 

設置者 

1/10 

設計料加算 第８条（１）に基づく場合 

2,798 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

2,052 千円 

第８条（４）に基づく場合 

2,462 千円 

 本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善 

加算 

第８条（１）に基づく場合 

6,602 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

4,841 千円 

第８条（４）に基づく場合 

5,809 千円 

 子どもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

 

 

 
 

 

別 表 ４ 

算 定 基 準 
（第８条に基づき、病児保育施設の整備を行う場合） 

１区分 ２整備区分 ３種目 ４基準額 ５対象経費 ６負担割合 

病児保

育施設 

創 設 

及 び 

改 築 

本体工事費 第８条（１）に基づく場合 

54,104 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

39,676 千円 

第８条（４）に基づく場合 

47,611 千円 

 

一部改築については、通知の第２

により算出されたものを基準額と

する。 

病児保育施設の創

設及び改築整備（建物

の整備と一体的に整

備されるものであっ

て、内閣総理大臣が必

要と認めた整備を含

む。）に必要な工事費

又は工事請負費及び

工事事務費（工事施工

のため直接必要な事

務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本

費及び設計監理料等

をいい、その額は工事

費又は工事請負費の

2.6%に相当する額を

限度とする。以下同

じ。）並びに既存建物

の買収のために必要

な財産購入費（PFI 事

業及び既存建物を買

収することが建物を

新築することより効

率的であると認めら

れる場合に限る。） 

市町村が整備を 

行う場合 

 

国 1/3 

 

都道府県 

1/3 

市町村 

1/3 

 

市町村が社会福 

祉法人等が行う 

施設の整備に対 

して補助を行う 

場合 

 

国 3/10 

 

都道府県 

3/10 

市町村 

3/10 

設置者 

1/10 

設計料加算 第８条（１）に基づく場合 

2,705 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

1,983 千円 

第８条（４）に基づく場合 

2,380 千円 

 本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善 

加算 

第８条（１）に基づく場合 

6,384 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

4,682 千円 

第８条（４）に基づく場合 

5,618 千円 

 子どもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

 

 

 
 



 

 

改正後 現行 
 

  地域の余裕

スペース活

用促進加算 

第８条（１）に基づく場合 

5,777 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

4,236 千円 

第８条（４）に基づく場合 

5,083 千円 

 地域の余裕スペー

ス（公営住宅、公民館

等）を活用して病児保

育施設を整備するた

めに必要となる費用 

 

特殊付帯 

工事費 

第８条（１）に基づく場合 

23,598 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

17,305 千円 

第８条（４）に基づく場合 

20,766 千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

解体撤去 

工事費及 

び仮設施 

設整備工 

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

第８条（１）に基づく場合 

3,455 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

2,533 千円 

第８条（４）に基づく場合 

3,040 千円 

 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

第８条（１）に基づく場合 

6,153 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

4,512 千円 

第８条（４）に基づく場合 

5,415 千円 

 

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、通知の第２

の２により内閣総理大臣が必要

と認めた額とする。 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 

拡 張 本体工事費  内閣総理大臣が認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

 病児保育施設の拡

張整備に必要な工事

費又は工事請負費及

び工事事務費 

設計料加算 本体工事費の５％  本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善 

加算 

第８条（１）に基づく場合 

6,602 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

4,841 千円 

第８条（４）に基づく場合 

5,809 千円 

子どもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

 

 

  地域の余裕

スペース活

用促進加算 

第８条（１）に基づく場合 

5,586 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

4,096 千円 

第８条（４）に基づく場合 

4,916 千円 

 地域の余裕スペー

ス（公営住宅、公民館

等）を活用して病児保

育施設を整備するた

めに必要となる費用 

 

特殊付帯 

工事費 

第８条（１）に基づく場合 

22,823 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

16,737 千円 

第８条（４）に基づく場合 

20,084 千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

解体撤去 

工事費及 

び仮設施 

設整備工 

事費 

１ 改築に際して既存施設を解体

し撤去する場合 

第８条（１）に基づく場合 

3,341 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

2,450 千円 

第８条（４）に基づく場合 

2,940 千円 

 

２ 改築に際して仮設施設を整備

する場合 

第８条（１）に基づく場合 

5,951 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

4,364 千円 

第８条（４）に基づく場合 

5,236 千円 

 

３ 一部改築に際して既存施設を

解体し撤去する場合又は仮設施

設を整備する場合は、通知の第２

の２により内閣総理大臣が必要

と認めた額とする。 

解体撤去に必要な

工事費又は工事請負

費及び仮設施設整備

に必要な賃借料、工事

費又は工事請負費 

拡 張 本体工事費  内閣総理大臣が認めた額とする。

ただし、創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

 病児保育施設の拡

張整備に必要な工事

費又は工事請負費及

び工事事務費 

設計料加算 本体工事費の５％  本体工事費以外に

別途必要となる設計

料 

環境改善 

加算 

第８条（１）に基づく場合 

6,384 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

4,682 千円 

第８条（４）に基づく場合 

5,618 千円 

子どもにやさしい

環境を作り出すため

に必要となる費用 

 



 

 

改正後 現行 

 
  特殊付帯 

工事費 

第８条（１）に基づく場合 

23,598 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

17,305 千円 

第８条（４）に基づく場合 

20,766 千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  特殊付帯 

工事費 

第８条（１）に基づく場合 

22,823 千円 

第８条（２）、（３）に基づく場合 

16,737 千円 

第８条（４）に基づく場合 

20,084 千円 

特殊附帯工事に必

要な工事費又は工事

請負費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

子ども・子育て支援整備交付金に係る施設整備の取扱いについて（新旧対照表） 

（下線部は変更点） 

改正後 現行 

府 子 本 第 2 0 4 号 

平成 27 年７月 13 日 

一次改正府 子 本 第 7 1 7 号 

平成 28 年 10 月 31 日 

一次改正府 子 本 第 6 4 1 号 

平成 30 年６月 29 日                                   

一部改正府 子 本 第 ※ 号 

平成 31 年※月※日 

      

 

 各 都道府県知事 殿 

 

 

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（  公  印  省  略  ） 

 

 

子ども・子育て支援整備交付金に係る施設整備の取扱いについ

て 

 

 

標記については、次により、平成 27 年４月１日から適用する

こととしたので通知する。 

ついては、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対して
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 各 都道府県知事 殿 

 

 

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（  公  印  省  略  ） 

 

 

子ども・子育て支援整備交付金に係る施設整備の取扱いについ

て 

 

 

標記については、次により、平成 27 年４月１日から適用する

こととしたので通知する。 

ついては、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対して

（別添） 



 

 

改正後 現行 

周知をお願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期

されたい。 

第１ 創設及び改築 

１．放課後児童クラブを整備する場合の留意事項 

「子ども・子育て支援整備交付金の交付について（平成

27 年７月 13 日府子本第 202 号）以下「交付要綱」という。）

別表１第４欄に定める新・放課後子ども総合プラン（平成

30 年９月 14 日厚生労働省子ども家庭局長、文部科学省生

涯学習政策局長連名通知）に基づく学校敷地内等における

創設又は改築を行う場合には、以下のすべての要件を満た

すこと。 

（１）（略） 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

 

（３）（略） 

 

 

 

 

 

周知をお願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期

されたい。 

第１ 創設及び改築 

１．放課後児童クラブを整備する場合の留意事項 

「子ども・子育て支援整備交付金の交付について（平成

27 年７月 13 日府子本第 202 号）以下「交付要綱」という。）

別表１第４欄に定める放課後子ども総合プラン（平成 26 年

７月 31 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、文部科学省

生涯学習政策局長連盟通知）に基づく学校敷地内等におけ

る創設又は改築を行う場合には、以下のすべての要件を満

たすこと。 

（１）次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）

第８条の規定に基づき市町村が策定する市町村行動計

画に、整備予定の放課後児童クラブ及び文部科学省が

所管する放課後子供教室の一体型の目標事業量等が記

載されており、かつ、当該放課後児童クラブが同一の

小学校内等で実施する放課後子供教室と一体的に実施

（予定を含む。）されること。 

（２）整備予定となっている小学校において余裕教室等の

活用が困難であること。 

（３）当該市町村において、待機児童が既に発生している

又は当該放課後児童クラブを整備しなければ、待機児

童が発生する可能性があること。 

なお、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関

する基準（平成 27 年厚生労働省令第 63 号）第９条第

１項に規定する専用区画のほかに、児童の遊び等のた



 

 

改正後 現行 

 

２．（略） 

 

（１）（略） 

 

 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

３．（略） 

 

 

 

 

 

 

第２ 一部改築 

  （略） 

 

 

 

 

めに必要な場を併せて整備することは差し支えない。 

２．交付要綱別表１の６及び別表３の６に規定する待機児童

の解消のための放課後児童クラブの整備は、以下の要件を

全て満たす整備とする。 

（１）放課後児童クラブの創設又は既存の放課後児童クラ

ブの定員増を伴う整備であること。 

（２）以下のいずれかを満たすこと。 

① 当該市町村において放課後児童健全育成事業若しく

は保育所等の利用に係る待機児童が既に発生している

若しくは当該放課後児童クラブを整備しなければ、待

機児童が発生する可能性があること。 

② 当該市町村が子育て安心プラン実施計画の採択を受

けていること。 

３．病児保育事業を行うための施設（以下「病児保育施設」と

いう。）を整備する場合 の留意事項 

病児保育事業を行うための施設であり、「病児保育事業の

実施について（平成 27 年７月 17 日雇児発 0717 第 12 号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「病児保育通

知」という。）」に定める要件を満たすこと。 

 

第２ 一部改築 

１．補助基準額の算出方法 

一部改築に係る補助基準額（以下「基準額」という。）は、

改築に係る基準額に、一部改築部分に係る面積の施設総面

積に対する比率を乗じることにより算出される額とする。 

 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 拡張 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部改築基準額 ＝ 改築基準額 × 改築面積

／既存施設の総面積 

 

２．その他 

既存施設の一部を解体し撤去する場合における解体撤去

工事費及び仮設施設整備工事費についても上記と同様の考

え方により算出するものとする。 

 

第３ 拡張 

１．放課後児童クラブを整備する場合 

次のいずれかに該当する整備を対象とする。ただし、一

の支援の単位の児童数が 71 人以上である放課後児童クラ

ブの整備は補助の対象外とする。 

（１）受け入れる児童の増を図るために、既存の放課後児

童クラブの延面積の増加を図る整備。 

（２）既存の放課後児童クラブが狭隘であるため、受け入

れる児童の増は行わずに、既存の放課後児童クラブの

延面積の増加を図る整備。 

（３）既存の放課後児童クラブに児童が体調が悪い時など

に休息するための静養スペースが無いため、既存の放

課後児童クラブの延面積を増加させて、新たに静養ス

ペースを設ける整備。 

２．病児保育施設を整備する場合 

次のいずれかに該当する整備を対象とする。 

（１）受け入れる児童の増を図るために、既存の病児保育

施設の延面積の増加を図る整備 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

第４ 大規模修繕 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）既存の施設が狭隘であるため、受け入れる児童の増

は行わずに、既存の病児保育施設の延面積の増加を図

る整備 

 

第４ 大規模修繕 

１．対象事業 
区  分 内    容 
(1)施設の一部改
修 
 
 
 
(2)施設の附帯設
備の改造 
 
 
 
(3)施設の模様替 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4)環境上の条件
等により必要

一定年数を経過して使用に堪えなくな
り、改修が必要となった居室等の改修工事
や外壁、屋上等の防水工事等施設の改修工
事 
 
一定年数を経過して使用に堪えなくな
り、改修が必要となった給排水設備、電気
設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備
等附帯設備の改造工事 
 
① 狭隘な居室を利用児童のニーズに合
わせて拡大を図る際の間仕切り工事及
び部屋の使用目的を変えるための内部
改修工事 
② 居室と避難通路（バルコニー）等との
段差の解消を図る工事等防災対策に配
慮した施設の内部改修工事 
③ 既存の医療機関又は保育所等におい
て、病児保育事業を実施するために必要
となる内部改修工事 
 
① 活火山周辺の降灰地域等における施
設の換気設備や窓枠改良工事等 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となった施設
の一部改修 
 
(5)消防法及び建
築基準法等関
係法令の  改
正により新た
にその規定に
適合させるた
め に 必 要 と  
なる改修 
 
(6)特殊附帯工事 
 
 
(7)土砂災害等に
備えた施設の
一部改修等 
 
 
 
 
(8)その他施設に
おける大規模
な修繕等 
 
 
 
 

② アスベストの処理工事及びその後の
復旧等関連する改修工事 
 
消防法設備等（スプリンクラー設備及び
屋内消火栓設備を除く。）について、消防法
令等が改正されたことに伴い、新たに必要
となる設備の整備 
 
 
 
 
 
 第５により建物に固定して一体的に整
備する工事 
 
① 都道府県等が土砂災害等の危険区域
等として指定している区域に設置され
ている施設の防災対策上、必要な補強改
修工事や設備の整備等 
② 地震防災対策上必要な補強改修工事 
③ 緊急災害時用の自家発電設備の整備 
 
特に必要と認められる上記に準ずる工
事 
 

 

 （注）一定年数は、おおむね 10 年とする。 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 特殊附帯工事（資源有効活用整備費） 

（略） 

 

 

 

 

 

２．対象基準 

（１）原則として、１施設の対象経費の実支出額が次によ

り算出された金額以上のものであり、かつ、これによ

り算出された額が 500 万円に満たない場合は、500 万

円以上のものとすること。 

施設延面積（基準面積）×4,000 円 

ただし、創設及び改築の基準額を上限とすること。 

（２）アスベスト処理工事については、原則として、一施設

の総事業費が 30 万円以上のものとする。 

（３）建物の維持管理の義務を怠ったことに起因したもの

ではないこと。 

（４）設計の不備又は工事施工の粗漏に起因したものでは

ないこと。 

 ３．基準額 

次のいずれかで最も低い方の価格を基準額とする。 

（１）公的機関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積り 

（２）民間工事請負業者２社の見積りを比較して、低い方

の見積り 

 

第５ 特殊附帯工事（資源有効活用整備費） 

１．目的 

利用児童の処遇の改善及び地域社会の環境に配慮した施

設整備の推進を図ること等を目的とする。 

２．対象事業 

（１）趣旨 

施設で消費する資源の有効活用及び地域環境の保全



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 応急仮設施設整備 

（略） 

 

 

 

 

に資すること等により、利用児童及び地域社会に対し

快適な生活環境を提供する施設づくりの推進を図る。 

（２）対象経費 

建物に固定して一体的に整備する次に掲げるもの

で、その整備に係る工事費又は工事請負費とする。 

① 水の循環・再利用の整備 

施設から排出される生活雑排水等の循環・再利用

のための整備 

② 生ごみ等処理の整備 

施設から出るごみの有効活用及び排出量の抑制等

ごみ処理のための整備 

③ ソーラーの整備 

光熱水費等の節減及び地域の環境保全のためのソ

ーラーの整備 

④ その他 

資源の有効活用及び地域の環境保全のための整備

であって必要と認められるもの 

３．基準額 

要綱別表第１による。 

 

第６ 応急仮設施設整備 

１．対象事業 

長時間継続する災害により、利用児童の処遇上特に必要

と認められる応急仮設施設整備であって、原則として、利

用児童の処遇に直接かかわるものについては、平成 27 年３

月 31 日雇児発 0331 第 34 号雇用均等・児童家庭局長通知の



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 解体撤去工事費・仮設施設整備工事費 

（略） 

 

 

 

 

 

 

別紙「放課後児童クラブ運営指針」を、病児保育施設につい

ては、病児保育通知に定める要件を満たしていること。 

なお、この基準により難い特別の事情があるときは、そ

の都度、内閣総理大臣に協議するものとすること。 

２．基準額 

次のいずれか低い方の価格を基準額とする。 

（１）公的機関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積り 

（２）工事請負業者の見積り 

なお、これにより難い特別の事情があるときは、内

閣総理大臣が必要と認めた額とする。 

３．なお、応急仮設施設は、放課後児童クラブ及び病児保育施

設が、災害による警戒区域等に所在するため、当該施設の

使用が長期間困難となった場合に、利用児童の適切な処遇

を確保するため、当該施設と同等の機能を有する施設とし

て緊急避難的に設置される施設であり、当該施設の使用が

再開されるまでの間、当該施設と同様の施設として取り扱

われるものであること。 

 

第７ 解体撤去工事費・仮設施設整備工事費 

１．趣旨 

この工事費は、老朽化等に伴う施設の改築に際して必要

となる既存施設の解体撤去工事及び改築等工事期間に代替

施設を必要とする場合の仮設施設整備工事に要する経費を

補助することにより、円滑な改築等整備を行い、利用児童

の処遇の向上を図るものである。 

２．解体撤去工事費 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）対象施設 

対象となる施設は、交付要綱による放課後児童クラ

ブ及び病児保育施設のうち、改築を行う施設とする。 

（２）対象事業 

対象となる事業は、交付要綱の４の表の整備区分欄

に掲げる改築に伴い、既存施設の一部又は全部を解体

し撤去する事業とする。 

（３）基準額 

① 改築を行うことに伴い既存施設を解体し撤去する

場合 

交付要綱別表１による。 

② 既存施設の一部を解体し撤去する場合 

第２の考え方により、①の基準額から算出された

ものを基準とする。 

（４）留意事項 

① 解体撤去工事費には、既存施設の解体に係る経費

のほか、解体により発生する廃材の運搬及び処分に

要する費用についても含まれるものであること。 

② 国の補助事業において取得した既存施設に係る財

産処分（取りこわしに限る。）の取扱いについては、

第８に定めるところによるものとする。 

３．仮設施設整備工事費 

（１）対象施設  

対象となる施設は、解体撤去工事費が交付対象とな

る施設であって、用地の関係上等特別な事情により仮

設施設が真に必要と認められる施設とする。 



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対象事業 

対象となる事業は、交付要綱の４の表の整備区分欄

に掲げる改築又は大規模修繕に伴い仮設施設を整備す

る事業とする。 

（３）基準額 

① 改築を行うことに伴い仮設施設を整備する場合 

交付要綱別表１による。 

② 既存施設の一部を解体し撤去することに伴い仮設

施設を整備する場合 

第２の考え方により、①の基準額から算出された

ものを基準とする。 

③ 大規模修繕を行うことに伴い仮設施設を整備する

場合 

第４の２の（１）により算出されたものを基準とす

る。 

（４）留意事項 

① 仮設施設整備工事費には、交付要綱の６に定める

費用を除き、仮設施設の整備に最低限必要なすべて

の附帯設備に要する費用が含まれるものであるこ

と。 

② 仮設施設の整備については、原則として建物の貸

借により行うものとする。 

ただし、特別な事情により他の方法によることが

適当であると認められる場合は、この限りでない。 

③ 仮設施設は、改築工事期間の代替施設として一時

的に整備する施設であるが、当然のことながらこの



 

 

改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

第８ 財産処分 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間、利用児童の処遇に留意するとともに、日常生活

上の安全面にも十分考慮し、施設運営に著しい支障

が生じないよう配慮すること。 

④ 仮設施設の整備に当たっては、消防法、建築基準

法等関係法令に抵触しないよう留意すること。 

 

第８ 財産処分 

１．趣旨 

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭

和 30 年法律第 179 号。以下「適正化法」という。）第 22 条

の規定による財産処分については、平成 20 年５月 27 日府

会第 393 号「内閣府における補助金等に係る財産処分の承

認手続き等について」（以下「財産処分承認基準通知」とい

う。）によるほか、国の補助事業により取得した施設（以下

「補助財産」という。）の解体撤去工事費が放課後児童クラ

ブ整備費の対象事業となる場合に限り、円滑な財産処分の

手続きを進めるため、次によることとする。 

２．対象となる施設 

対象となる施設は、財産処分承認基準通知において、包

括承認事項に該当する場合を除き、国の補助事業により取

得した補助財産であって、老朽化等による補助財産の解体

撤去工事費が子ども・子育て支援整備交付金の補助事業と

なった施設とする。 

３．承認申請書の提出時期 

適正化法第 22 条に規定する補助財産の財産処分（取壊し

に限る。以下同じ。）を行おうとする者は、財産処分承認申
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請書を交付要綱第９条に基づく解体撤去工事費に係る補助

金の交付申請書の提出日又は解体撤去工事の着工予定日の

１か月前のいずれか早い日までに内閣総理大臣に提出する

ものとする。 

４．財産処分の承認 

財産処分は、子ども・子育て支援整備交付金の交付決定

通知書に併記された財産処分承認通知書をもって承認され

るものである。 

なお、財産処分の承認に当たっては、次の条件が付され

るものであること。 

（１）市町村が事業を実施する場合 

① 本承認は、財産処分承認基準通知２の（２）の①に

より行うものである。 

② 財産処分を完了したときは、１か月以内にその事

実を証する書類を内閣総理大臣に提出すること。 

（２）市町村が民間の実施する事業に対し、補助する場合 

① 財産処分（取壊し）の承認に当たっては、設置者に

対し次の条件を付さなければならない。 

ア 本承認は、財産処分承認基準通知２の（２）の②

により行うものである。 

イ 財産処分を完了したときは、１か月以内にその

事実を証する書類を都道府県知事又は市町村の長

に提出しなければならない。 

 

② ①のイにより財産処分の完了報告を受けたとき

は、速やかに関係書類を添えて、内閣総理大臣に提
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第９ 繰越しによる事業内容の変更申請手続 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出しなければならない。 

５．仮設施設に係る財産処分の取扱い 

第７の３により仮設施設整備工事費の補助を受けた仮設

施設について、交付要綱の９に基づく交付申請書に記載さ

れた期間を経過したものは、適正化法第 22 条に規定する財

産処分の手続は要しないものとする。 

 

第９ 繰越しによる事業内容の変更申請手続 

１．対象となる事業 

対象となる事業は、交付要綱に基づく子ども・子育て支

援整備交付金の交付を受けた整備であって、当該補助金の

補助を受けた会計年度内に完了することが困難となったた

め、交付要綱第９条（１）のエ又は同条（２）のアにより内

閣総理大臣に報告してその指示を受けなければならない整

備事業とする。 

２．変更申請の手続き 

（１）事前の報告 

交付要綱による交付金の交付を受けた整備事業が会

計年度内に完了しないと認められたときは、交付金の

歳出予算繰越手続を進め、予算決算及び会計令（昭和

22 年勅令第 165 号）第 24 条に基づく繰越計算書（「繰

越しを必要とする理由」を明記すること。）を財務省財

務局（福岡財務支局、沖縄総合事務所を含む。以下同

じ。）長あて送付したときは、速やかにその写しを添え

て内閣総理大臣あて報告すること。 

（２）変更申請書の様式及び提出時期 
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第 10 その他 

（略） 

 

 

財務省財務局長より交付金の歳出予算に係る翌年度

への繰越しの承認があったときは、別紙の様式による

変更申請書を当該繰越承認通知を受理した日から10日

以内又は当該年度の３月 31 日のいずれか早い日まで

に内閣総理大臣に提出するものとする。 

（３）変更申請書提出後の報告 

繰越額確定計算書を財務省財務局長あて送付したと

きは、速やかにその写しを添えて内閣総理大臣あて報

告すること。 

３．その他の留意事項 

（１）明許繰越しの必要が生じたときは、財政法（昭和 22

年法律第 34 号）第 43 条及びその他の法令に基づき、

補助金の歳出予算繰越手続を財務省財務局との緊密な

連絡のもとに、円滑に進めることとする。 

（２）前年度から繰越整備事業について、特別な事情によ

り、更に繰越しが必要となると認められたときは、速

やかに内閣総理大臣に報告してその指示を受けなけれ

ばならないものとする。 

 

第 10 その他 

１．競争契約における最低制限価格制度の取扱い 

（１）最低制限価格の設定については、都道府県市が実施

する公共工事等の契約手続に準拠し、工事請負契約の

内容に適合した履行を確保するために特に必要と認め

られる場合に設定できるものである。 

（２）交付事業等を行う社会福祉法人等が特に必要と認め
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て最低制限価格を設定する場合は、都道府県市が実施

する公共工事等において最低制限価格を設定する際の

算定方法に準じて算出した額とすること。 

（３）（２）による設定額を超える場合は、別途、合理的な

設定根拠が求められるものであること。この場合、補

助基準額を設定根拠とすることは合理的な根拠とは認

められないこと。 

２．契約の相手方等からの寄付金等の取扱い 

（１）子ども・子育て支援整備交付金の交付の条件として、

地方公共団体以外の者（以下「社会福祉法人等」とい

う。）が放課後児童クラブ又は病児保育施設の整備事業

を行うために締結する契約の相手方及びその関係者か

ら寄付金等の資金提供を受けることを禁止する。ただ

し、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

（２）契約の相手方及びその関係者とは、の整備事業を行

うために社会福祉法人等と契約を締結した建設工事請

負業者、備品納入業者及びその下請け業者とこれら業

者の役員をいう。 

（３）寄付金等の資金提供を受けることを禁止するとは、

金銭のみならず、有価証券全般についても受領するこ

とを禁止するもので、寄付目的などその使途を放課後

児童クラブの整備事業に限るものではない。また、物

品の寄付についても、時計、植樹等の記念品程度のも

のを除き、社会常識を超えるような高額な物品につい

ては禁止する。 

（４）社会福祉法人等が直接、寄付金等の資金提供を受け
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ない場合であっても、次のような場合には実質的に資

金提供があったものとみなされるものであり、禁止す

る。 

① 社会福祉法人等に寄付を行う者が、契約の相手方

及びその関係者から資金提供を受けること。 

② ①以外の場合であっても、社会福祉法人等の理事、

監事、評議員及び職員が契約の相手方及びその関係

者から資金提供を受けること。 

（５）契約の相手方及びその関係者から寄付金等の資金提

供を受けていた事実が判明した場合は、その金額を総

事業費から差し引いた額を総事業費とみなし、過大に

補助金を受給していた場合は、交付決定の一部を取り

消し、過大受給した補助金の返還を求めることとする。 

３．南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別

措置法（平成 25 年法律第 87 号。以下「法」という。）第 12

条第１項の規定により定められた津波避難対策緊急事業計

画（以下、「事業計画」という。）に基づく整備の取扱い 

関係書類として、法第 12 条第５項の規定に基づき内閣総

理大臣の同意を得た事業計画の写しを提出すること。 

 


	０　表紙
	１（子育て支援係）【新旧】利用者支援事業実施要綱
	２　新旧対照表
	３　子育て短期支援事業新旧対照表
	４　一時預かり実施要綱－新旧対照表
	５　ファミサポ実施要綱　新旧
	６（新旧）子ども・子育て支援整備交付金
	７（新旧）子ども・子育て支援整備交付金に係る施設整備費の取り扱いについて

